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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成15年３月期より、１株当たり純資産額および１株当たり当期純損益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 79,160 76,591 72,170 72,943 70,229

経常損益金額 (百万円) 918 1,866 1,461 2,840 3,635

当期純損益金額 (百万円) △991 △372 772 1,544 1,924

純資産額 (百万円) 54,427 52,340 51,828 52,653 53,307

総資産額 (百万円) 109,537 98,057 94,750 91,036 90,379

１株当たり純資産額 (円) 429.76 431.37 453.26 460.47 478.85

１株当たり当期純損益金額 (円) △7.60 △3.12 6.29 13.02 16.32

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 49.69 53.38 54.70 57.84 58.98

自己資本利益率 (％) △1.78 △0.70 1.48 2.96 3.63

株価収益率 (倍) － － 37.04 21.97 25.86

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,295 6,886 6,425 5,555 5,276

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,761 △3,620 △2,788 △4,607 △3,712

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,722 △9,036 △2,948 △3,525 △1,434

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 16,504 10,734 11,421 8,843 8,973

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
2,071
[1,497] 

2,083
[1,550] 

2,045
[1,771] 

2,034 
[1,939] 

1,946
[1,935] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成15年３月期より、１株当たり純資産額および１株当たり当期純損益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．平成16年３月期の1株当たり配当額５円50銭は、創業90周年記念配当50銭を含んでおります。 

  

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 68,709 65,845 60,404 60,364 57,437

経常損益金額 (百万円) 495 1,550 1,015 2,186 2,717

当期純損益金額 (百万円) △1,020 △304 488 1,185 1,308

資本金 (百万円) 14,074 14,074 14,074 14,074 14,074

発行済株式総数 (千株) 126,661 125,368 125,368 125,368 125,368

純資産額 (百万円) 50,699 49,047 48,355 48,907 48,450

総資産額 (百万円) 100,972 90,235 87,030 83,563 82,000

１株当たり純資産額 (円) 400.32 404.36 423.09 427.90 435.42

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当額） 

(円) 
5.00
(2.50) 

5.00
(2.50) 

5.5O
(2.50) 

6.00 
(3.00) 

6.50
(3.00) 

１株当たり当期純損益金額 (円) △7.82 △2.44 4.11 10.11 11.16

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 50.21 54.36 55.56 58.53 59.09

自己資本利益率 (％) △1.96 △0.61 1.00 2.44 2.69

株価収益率 (倍) － － 56.69 28.29 37.81

配当性向 (％) － － 133.86 59.35 58.24

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
1,480
[7] 

1,457
[5] 

1,358
[1] 

1,299 
[－] 

1,192
[1] 



２【沿革】 

  （山村硝子株式会社） 

大正３年４月 西宮市において山村製壜所として創業。人工吹によるガラスびん製造開始。 

昭和30年１月 株式会社に改組し、山村硝子株式会社として発足。 

昭和35年10月 プラスチック容器工場建設、製造開始。 

昭和36年１月 相模原市に東京工場建設、操業開始。 

昭和36年10月 大阪証券取引所市場第２部上場。 

昭和37年９月 株式額面金額を50円に変更のため中国産業株式会社と合併。 

昭和37年11月 東京証券取引所市場第２部上場。 

昭和42年９月 山村倉庫株式会社設立。（現：連結子会社） 

昭和45年５月 東京・大阪証券取引所市場第１部上場。 

昭和55年５月 兵庫県加古郡播磨町に播磨工場建設、操業開始。 

昭和58年４月 株式会社山村製壜所設立。（現：連結子会社） 

昭和59年10月 本社社屋を西宮市浜松原町に移転。 

昭和62年７月 西宮市にニューガラス研究所を新設。 

昭和62年10月 兵庫県加古郡播磨町に関西工場（プラスチック）建設、操業開始。 

平成元年４月 広島硝子工業株式会社と合併。 

平成２年６月 埼玉県比企郡川島町に川島プラント（プラスチック）操業開始。 

平成２年12月 西宮市にニューガラス開発プラント（現：鳴尾浜プラント）建設、操業開始。 

平成３年６月 比国でサンミゲル山村アジア・コーポレーション（ガラスびん製造合弁会社）設立。（現：持

分法適用関連会社） 

平成６年10月 比国でサンミゲル山村扶桑モールド・コーポレーション（金型製造合弁会社）設立。（現：持

分法適用関連会社） 

平成６年11月 台湾のアルミ缶メーカーに資本参加（ラムスーン・ボール山村インコーポレーションと改

称）。（現：持分法適用関連会社） 

平成７年10月 宇都宮市に宇都宮工場（プラスチック）建設、操業開始。 

平成８年４月 サンミゲルガラスベトナムに資本参加（サンミゲル山村ガラスベトナムと改称）。（現：持分

法適用関連会社） 

  （日本硝子株式会社） 

大正５年６月 日本硝子工業株式会社として設立。横浜工場、尼崎工場操業開始。 

大正９年４月 大日本麦酒株式会社の製びん部門として合併。 

昭和11年11月 大日本麦酒株式会社から分離独立して、日本硝子株式会社として設立。 

昭和25年９月 新日本硝子工業株式会社（日本硝子株式会社の前身）と新日本硝子株式会社に分割。 

昭和26年11月 社名を日本硝子株式会社に変更。 

昭和30年２月 徳永硝子株式会社と合併。 

昭和37年２月 日硝株式会社設立（昭和47年３月、星硝株式会社に商号変更）。（現：連結子会社） 

昭和57年９月 会社更生法に基づく更生手続の開始申立。 

昭和59年10月 更生計画が東京地方裁判所により認可決定。 

昭和60年11月 熊谷市に埼玉工場建設、操業開始。横浜工場閉鎖。 

平成７年11月 更生計画変更計画が東京地方裁判所により認可決定。 

平成10年９月 更生手続終結申立書が東京地方裁判所により受理。 

  （日本山村硝子株式会社） 

平成10年10月 山村硝子株式会社と日本硝子株式会社は合併し、社名を日本山村硝子株式会社と変更。 

平成12年12月 尼崎市に尼崎プラント（ニューガラス）建設、操業開始。 

平成16年２月 中華人民共和国で展誠（蘇州）塑料製品有限公司（プラスチックキャップ等製造合弁会社）設

立。（現：関連会社） 

平成17年１月 株式会社ガラス工房やまむら（ガラス工芸作品等の企画・制作・販売会社）を設立。（現：子

会社） 



３【事業の内容】 

当社グループ（当社および当社の関係会社等）は、当社（日本山村硝子株式会社）、子会社６社、関連会社６社および関連会

社の子会社１社で構成されており、ガラスびん、プラスチック容器等の製造、販売ならびにこれに関連した各種機器、プラント

類の設計、製作、販売や輸送・保管、構内作業、物品販売等の事業活動を展開しております。 

当社グループが営んでいる主な事業内容と当該事業に係わる各社の位置づけは、次のとおりです。 

なお、次の５部門は「第５ 経理の状況 １.(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一で

す。 

  

  ガラスびん関連事業 当社のほか、子会社㈱山村製壜所、関連会社サンミゲル山村アジア・コーポレー

ション、関連会社の子会社サンミゲル山村ハイフォンガラスがガラスびんを製造

し販売を行っており、子会社星硝㈱が仕入販売を行っております。また関連会社

日硝珪砂㈲は、ガラスびんの原料である珪砂の精製販売を行っております。 

当社は、㈱山村製壜所が製造した製品の仕入販売を行っております。また当社

は、日硝珪砂㈲より珪砂を購入しております。星硝㈱は、主に当社が製造した製

品の販売を行っております。 

  プラスチック容器関連事業 当社がペットボトル、プラスチックキャップ等を製造し、販売を行っておりま

す。子会社星硝㈱は同仕入販売を行っております。関連会社展誠（蘇州）塑料製

品有限公司は、中華人民共和国においてプラスチックキャップ等の製造、販売を

行っております。 

  物流関連事業 子会社山村倉庫㈱が製品の輸送・保管および構内作業を行っております。 

当社は、山村倉庫㈱に同業務を委託しております。 

  ニューガラス関連事業 当社がエレクトロニクス用ガラス等を製造し、販売を行っております。 

  その他事業 当社が製びん機、搬送装置等を製造し、販売を行っております。子会社山村倉庫

㈱が、物品販売業を行っております。また、セグメント情報には反映されており

ませんが、子会社㈱ガラス工房やまむらがガラス工芸作品等の企画・製作・販売

を行っております。その他に非連結子会社２社および関連会社３社が、保険代理

業、ガラスびん用金型の製造販売業、アルミ缶製造販売業等を行っております。

当社は、子会社日硝精機㈱が製造した金型を購入しております。 



 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。 

  

 

  

 なお、関連当事者（関係会社を除く）との間で、継続的で緊密な事業上の関係はありません。 

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄の連結子会社については、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．山村倉庫㈱は特定子会社に該当しております。 

３．山村倉庫㈱は売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等 （１）売上高    21,013百万円 

（２）経常利益    616百万円 

（３）当期純利益   349百万円 

（４）純資産額   3,498百万円 

（５）総資産額   7,197百万円 

４．サンミゲル山村アジア・コーポレーションは当連結会計年度において、増資（有償）を行っております。なお、当社の

議決権の所有割合は変化しておりません。 

５．ラムスーン・ボール山村インコーポレーションは当連結会計年度において、減資（無償）を行っております。なお、当

社の議決権の所有割合は変化しておりません。 

  

名称 住所 
資本金
（百万円）

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）   

山村倉庫株式会社 
（注）２、３ 

兵庫県西宮市 20
物流関連
事業 

100
当社製品の物流業務の委託
兼任２名、転籍１名 

株式会社山村製壜所 兵庫県西宮市 50
ガラスびん
関連事業 

100
㈱山村製壜所製品の購入 
兼任３名、転籍１名 

星硝株式会社 東京都港区 18 〃 93
当社製品の販売 
兼任３名、転籍２名 

（持分法適用関連会社）   

サンミゲル山村アジア・ 
コーポレーション 
（注）４ 

フィリピン国
キャビテ州 

4,902
ガラスびん
製造販売 

40
当社と技術援助契約を締結
兼任２名 

サンミゲル山村扶桑 
モールド・コーポレーション 

フィリピン国
キャビテ州 

202
金型製造
販売 

20 兼任１名 

ラムスーン・ボール山村 
インコーポレーション 
（注）５ 

台湾
新竹縣 

1,884
アルミ缶
製造販売 

34 兼任５名 

サンミゲル山村ガラス 
ベトナム 

イギリス領 
バージン諸島 

1,751 持株会社 32 兼任３名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の総時間数を基礎に外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分出来ない管理部門に所属しているものです。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の総時間数を基礎に外数で記載しております。 

２．平均年間給与は税込額であり、基準外給与および賞与を含んでおります。 

３．60才定年制を採用しております。 

  

(3）労働組合の状況 

当社グループ（当社および連結子会社）には、労働者で組織する日本山村硝子労働組合があります。労使関係は安定してお

り、特筆すべき事項はありません。 

当社    ：平成18年３月31日現在で、日本山村硝子労働組合に所属する組合員数は1,064名です。 

山村倉庫㈱ ：同社には従業員協議会があり、日本山村硝子労働組合に所属する組合員は在籍しておりません。 

㈱山村製壜所：同社には独自の労働組合はありません。当社からの出向者を含め、日本山村硝子労働組合に所属する組

合員は28名です。 

星硝㈱   ：同社には独自の労働組合はありません。当社からの出向者１名が日本山村硝子労働組合に所属しており

ます。 

  

  

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ガラスびん関連事業 1,186（ 190） 

プラスチック容器関連事業 245（  63） 

物流関連事業 358（1,588） 

ニューガラス関連事業 44（  －） 

その他事業 36（  94） 

全社（共通） 77（  －） 

合計 1,946（1,935） 

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,192（ 1） 39.9 18.0 6,120,540 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、株式市場の活況を背景に、企業収益の向上や雇用の改善が続き、個人消費にも回復

傾向が見られるなど、景気は回復基調で推移しました。しかしながら、原油を始めとする原材料価格の高騰や金利上昇懸念な

ど、先行きには不安感も残しております。 

このような経済環境の中、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用関連会社）においては、ニューガラス関連事

業の主力商品であるＰＤＰテレビ用粉末ガラスは好調に推移しましたが、ガラスびんの需要は再び低迷し、ペットボトルの出

荷は顧客によるペットボトルの内製化の進行によって減少しました。 

当連結会計年度においては、ガラスびん関連事業、プラスチック容器関連事業での大幅な減収により、連結売上高は７０２

億２千９百万円（前年同期比３．７％減）と減収となりました。 

しかしながら、ガラスびん関連事業、ニューガラス関連事業での増益によって、連結営業利益は３２億３千７百万円（前年

同期比１０．９％増）となり、連結経常利益は持分法による投資利益が著しく増加して３６億３千５百万円（前年同期比２

８．０％増）と増益を達成しました。 

特別利益には、投資有価証券売却益（1,013百万円）やガラス溶解窯を除却したこと等による特別修繕引当金取崩益（723百

万円）等を計上しました。 

一方、特別損失として固定資産廃棄損（1,969百万円）や早期退職者への退職特別加算金（284百万円）等を計上しました。

固定資産廃棄損の主なものは、以下のとおりです。 

当社東京工場の休止中の１炉に加え、大阪工場の１炉とそれぞれのガラスびん生産設備の一部、定期修理によって発生した

老朽化資産の除却を行いました。また、粉末ガラス生産プラント増設用地を確保するため、休止していた尼崎工場（ガラスび

ん生産工場）の休止資産の除却、解体・撤去を行いました。 

その結果、連結当期純利益は１９億２千４百万円（前年同期比２４．６％増）と増益を達成しました。 

平成17年４月１日より、計画どおり退職給付制度の改定を行い、退職給付債務を大幅に圧縮しました。また、資本効率の改

善のために、平成17年12月５日開催の当社取締役会において自己株式の取得を決議し、自己株式の取得を行いました。情報管

理の重要性が高まってきましたので、平成17年８月に当社管理部門を対象にＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステ

ム）の認証を取得しました。 

  

① ガラスびん関連事業 

タックラベル付きガラスびんやガラスびん入りレトルト充填（高温殺菌充填）飲料のプレゼンテーションに注力し、新製

品の受注が実現しつつありますが、焼酎ブームや健康酢ブームが一段落したことに加えて、ビールびん等も前年の猛暑の反

動から需要が低迷し、当社の販売量は前年同期比９４．９％に留まりました。 

原油価格高騰によるコストアップの一部を顧客に負担いただくべく、販売価格の改定に努めましたが、当事業での売上高

は４６０億８千万円（前年同期比４．２％減）と減収に終わりました。 

一方、原油価格が高止まりする中、設備投資の抑制や人員削減等で固定費削減を推進するほか、効率的な生産・在庫計画

に取り組み、外注費、消耗品費、保管料等を引き下げました。それらの結果、セグメント営業利益は１２億５千９百万円

（前年同期比２２．５％増）と増益を達成しました。 

  

② プラスチック容器関連事業 

ペットボトル事業では、顧客の内製化やアセプティック充填（無菌充填）化が進み、既存の耐熱ペットボトルの需要は急

激に落ち込みました。さらに、容器コスト低減のため、ペットボトルに関しても軽量化が進んできましたが、当社では対応

が遅れました。 

耐熱ペットボトル用ＴＥＮキャップ（いたずら防止機能付き飲料用キャップ）の拡販に加えて、アセプティック充填用１

ピースキャップの上市等、プラスチックキャップのバリエーション拡大に努めてきましたが、ペットボトルの出荷低迷を補

うことができず、当事業での売上高は１２９億５千６百万円（前年同期比６．５％減）と減収となりました。 

ペットボトルの原料得率の改善、プラスチックキャップの軽量化、ペットボトルやプラスチックキャップのサイクルアッ

プ等により製造原価の引下げに努めてきました。他にも賃借料（支払リース料）の減少がありましたが、原料費コストの大

幅な上昇、ペットボトルの生産調整による固定費負担の増加により、セグメント営業利益は遺憾ながら９億１千万円（前年

同期比１２．３％減）と減益となりました。 

  

③ 物流関連事業 

あらゆる業種での新規物流センターの構内請負作業への参入等、新規取引の開拓を行うと同時に、不採算事業所の損益改



善に努めてきました。しかしながら、採算改善が進まない事業所については、顧客に影響が出ないよう細心の注意を払い

つつも、潔く撤退してきましたので、当事業での売上高は８７億９千９百万円（前年同期比４．０％増）に留まりました。 

一方、顧客に価格是正を依頼したり、徹底的な経費削減活動を展開してきましたが、新規取引での初期費用の負担や雇用

環境の改善に伴う人件費の上昇によって、セグメント営業利益は５億２千９百万円（前年同期比１２．３％減）となりまし

た。 

  

④ ニューガラス関連事業 

価格引下げ要請は強いものの、ＰＤＰテレビ用粉末ガラスの出荷は順調に推移しました。また新しい電子部品用粉末ガラ

スの開発にも取り組み、新規顧客の開拓、既存取引先からの新規受注と、売上高の拡大を至上課題として取り組んできまし

た。その成果により尼崎プラント、鳴尾浜プラントともに急激に稼働率が上昇し、前連結会計年度に増設した粉末ガラス生

産ラインの減価償却費の増加も吸収することができました。 

その結果、当事業での売上高は１６億４千２百万円（前年同期比５２．１％増）を達成し、セグメント営業利益は４億４

百万円（前年同期比１２２．７％増）と飛躍的な増益を達成しました。 

  

⑤ その他事業 

エンジニアリング事業において、特に海外向けの売上高が減少しました。しかしながら、翌連結会計年度に納入を予定し

ている海外関連会社（サンミゲル山村アジア・コーポレーション）向けの製びん機や包装機器等の仕掛品の増加により、売

上原価は減少しました。 

その結果、その他事業における売上高は７億５千万円（前年同期比４８．１％減）となりましたが、セグメント営業利益

は１億３千３百万円（前年同期比１０４．３％増）と増益となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下、資金という）の残高は、前連結会計年度末から１億２千９百万円増加し、

８９億７千３百万円となりました。各活動における資金増減の内容は、以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

資金増加の要因としては、税金等調整前当期純利益（3,099百万円）のほか、売上債権の減少（1,727百万円）、非資金取引

である減価償却費（4,591百万円）が主なものです。 

一方、資金減少の要因としては、退職給付引当金の減少（1,710百万円）、たな卸資産の増加（1,135百万円）、特別修繕引

当金の減少（529百万円）があげられます。 

これらに有形固定資産廃棄損（2,038百万円）や投資有価証券売却益（1,013百万円）、持分法による投資利益（483百万円）

等を調整し、法人税等の支払（1,324百万円）による資金流出を加えた結果、営業活動によるキャッシュ・フローは５２億７千

６百万円の資金増加（前連結会計年度は５５億５千５百万円の資金増加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による支出が４６億９千４百万円（前連結会計年度は４３億９千４百万円）と前連結会計年度に比べ２

億９千９百万円増加したほか、関連会社株式の取得による支出（961百万円）を計上しました。 

一方、投資有価証券の売却による収入が１３億５千４百万円ありましたので、投資活動による資金流出は、３７億１千２百

万円（前連結会計年度は４６億７百万円の資金流出）と、前連結会計年度に比べ減少しました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

自己株式の増減による資金流出（1,312百万円）がありましたが、額面合計１０億円の社債発行による資金調達を行いました

ので、配当金の支払額（686百万円）等を加えた、財務活動によるキャッシュ・フローは、１４億３千４百万円の資金流出（前

連結会計年度は３５億２千５百万円の資金流出）に留まりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

① 生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．セグメント間の内部振替後の数値によっております。 

２．生産実績金額の算定基礎は販売価格です。 

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

② 仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．金額は仕入価格によっております。 

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．生産は受注生産によるものがほとんどですが、一部見込生産もあります。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ガラスびん関連事業 41,489 95.4 

プラスチック容器関連事業 12,578 92.4 

ニューガラス関連事業 1,684 154.5 

その他事業 460 64.4 

合計 56,213 95.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ガラスびん関連事業 3,671 84.6 

プラスチック容器関連事業 433 121.0 

その他事業 17 3.6 

合計 4,122 79.4 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前年同期比（％）
受注残高
（百万円） 

前年同期比（％）

ガラスびん関連事業 39,501 93.5 9,351 95.5 

プラスチック容器関連事業 12,631 93.2 1,824 110.3 

ニューガラス関連事業 1,656 152.4 53 134.1 

その他事業 1,296 120.7 1,474 227.5 

合計 55,085 95.1 12,703 104.7 



(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

当社グループ（当社および連結子会社）においては、平成16年４月５日に創業９０周年を迎え、「新・創業」をキーワード

に、創業の精神をもって経営にあたることを決意しました。挑戦する姿勢を尊重する企業集団を目指します。 

同時に“Ｎｅｘｔ Ｓｔａｇｅ”をスローガンとした新たな中期経営計画を策定しました。この計画は、計画策定時を起点と

した１０年後の１００周年を見据えた第１歩としての３か年計画と位置付けております。 

ガラスびん関連事業では、前連結会計年度においてはガラスびんの需要減少に歯止めがかかったかに見えましたが、当連結会

計年度に入り、ガラスびんの需要は再び減少してきました。当社グループでは、ガラスびんの需要は漸減するものと想定し、固

定費削減を先行することで、利益体質の維持向上に努めてきました。その結果、当セグメントの営業利益は計画を上回る成果を

出しております。 

ペットボトル事業では、顧客の内製化が進みつつある上、さらには総コスト低減策としてのアセプティック充填化が、予期せ

ぬスピードで進んできました。その結果、一般の耐熱ペットボトルの出荷数量は、計画を大きく下回ることとなりました。プラ

スチックキャップ事業でも、アセプティック充填用１ピースキャップの開発は完了したものの、顧客でのライン適性テストはや

や遅れ気味に推移しました。その結果、プラスチック容器関連事業でのセグメント売上高、営業利益ともに計画を大きく下回る

こととなりました。 

物流関連事業では、新規開拓がやや難航し、売上は計画に達しておりませんが、不採算事業所の閉鎖、徹底したコスト管理に

より、セグメント営業利益はほぼ計画どおりに推移しております。 

ニューガラス関連事業では、ＰＤＰ用粉末ガラスの出荷量は計画を上回る勢いで推移しておりますが、ＰＤＰテレビの市場価

格の下落は予想以上で、その影響は当社の販売価格にも影響してきました。当社では、他の新製品の開発を積極的に行い、全体

の稼働率を上昇させることで、単位あたりの固定費負担の軽減を図ってきました。その結果、売上高は若干未達ながら、営業利

益は計画を上回ることができております。 

その他事業のエンジニアリング事業は、受注状況により売上高が大きく変動しますが、部品の仕入価格の見直し等、原価低減

に取り組んできた成果により、営業利益は改善されてきました。 

経営戦略本部経営企画部が事業戦略に沿った経営資源の再配分を、同事業開発部が国内の新規事業の開発を、同国際部が容器

関連事業の海外展開を担当し、相互に連携をとりながら、グループの方向性をコントロールすることで、これらの目標達成に邁

進しております。 

当連結会計年度に入り、積極的な海外展開が実を結びつつあり、ガラスびん製造技術のみならず、プラスチックキャップの生

産技術の供与も加速してきました。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ガラスびん関連事業 46,080 95.8 

プラスチック容器関連事業 12,956 93.5 

物流関連事業 8,799 104.0 

ニューガラス関連事業 1,642 152.1 

その他事業 750 51.9 

合計 70,229 96.3 



ガラスびん関連事業では、計画どおり労務費、減価償却費等の固定費削減を先行することで、利益体質の維持向上に努めてい

きます。また、子会社山村倉庫㈱との協働で物流費の低減にも積極的に取り組んでいきます。 

ガラスびんの需要回復もリーディングカンパニーとしての責務であり、静電塗装びんや高機能タックラベルびん等の加工技術

や超軽量びんのプレゼンテーションにより、他素材からガラスびん回帰へ尽力していきます。 

子会社㈱山村製壜所では、当社では対応が難しい色・形状をもつ、付加価値の高いガラスびんや化粧品びんの拡販に注力して

いきます。また、子会社星硝㈱でも、当社製品のみならず、幅広くガラス製品を取り扱うことで、ガラスびん容器の優位性をＰ

Ｒしていきます。 

  

プラスチック容器関連事業では、遅れ気味のアセプティック充填用１ピースキャップの拡販のみならず、食品調味料用キャッ

プ、焼酎ペットボトル用キャップの拡販を推し進める等、キャップ事業の成長に経営資源を投下していきます。 

ペットボトル事業では、原料得率の改善や物流費・外注費を主体としたコスト管理体制の強化で収益の改善を図っていきま

す。また、プリフォーム（ペットボトルの第一次成型品）販売に向けた生産ラインへの改造にも取り組んでいきます。 

子会社星硝㈱においては、ガラスびん容器のみならず、プラスチック容器の販売拡大にも積極的に取り組み、容器全般の販売

代理店を目指していきます。 

  

物流関連事業では、配送センター等での構内作業を中心として「どんな仕事でも請け負う」をモットーに事業規模の拡大に努

めております。事業領域としては、飲料や食品関係に留まらず、あらゆる業種に参入していきます。また、事業形態も請負契約

だけでなく、人材派遣にも対応していきます。 

永年育んできた作業工数管理のノウハウを活用し、他社に負けないコスト競争力で新規得意先の開拓に取り組んでいきます。 

  

ニューガラス関連事業を、当社グループの第３の主力事業とするべく、経営資源を重点的に配分していきます。この事業の成

長なくして、当社グループの事業構造の変革はありえないと考えており、ＰＤＰ用粉末ガラスのみならず、他の電子部品用粉末

ガラスの開発、受注、納入に努めていきます。 

また将来に向けて、ナノガラス等の新製品開発を推進するために研究所の充実にも取り組んでいきます。 

  

その他事業のエンジニアリング事業では、ガラスびん業界が厳しい環境にあるため、ガラスびん製造関連機器以外の分野への

展開も大きな課題であると認識しております。充填機メーカーやキャッパーメーカーとのアライアンスも検討していきます。 

また、海外ガラスびんメーカーからの生産設備の受注にも、積極的に注力していきます。 

  

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。 

  

(1）ガラスびん容器の需要見通しについて 

売上高の約６５％を占めるガラスびん関連事業におけるガラスびん出荷量は、ガラスびん業界同様、平成２年をピークにし

て他素材容器との競合により毎年数％前後の割合で減少しております。当社では、この傾向が続くものと想定して事業計画を

組んでおりますが、他素材容器への転換が想定を大幅に上回って進行したり、天候不順となった場合、業績見込みが変動する

可能性を有しております。 

  



(2）プラスチック容器関連事業の計画について 

プラスチック容器の納入につきましては、ライン適性テスト等に合格することが条件になっている顧客もあり、アセプ

ティック充填用１ピースキャップ、耐熱圧ボトル用キャップあるいは軽量化ペットボトル等の販売見込は、現在のテストの進

捗状況に基づいて計画しておりますが、顧客の充填ラインの都合等により、計画を変更せざるを得ない可能性があります。 

また、飲料分野は極めて天候に左右される要素が強く、猛暑あるいは冷夏により販売量が大きく変動することもあります。 

  

(3）ニューガラス関連事業の計画について 

ＰＤＰテレビは、国内のみならず海外でもその成長が見込まれており、当社では、その粉末ガラス生産ラインを増設し、万

全の供給体制を整えていきます。しかし、粉末ガラス納入先のシェア競争の結果によっては、出荷量あるいは販売価格に影響

することも考えられますので、業績見込みが著しく変動する可能性があります。また、市場拡大が続いている分野ですので、

同業他社の参入も考えられます。 

電子部品用粉末ガラスの新製品開発は他社との開発スピードの競争であり、当社を上回る開発スピードで新製品を上市され

ることもありえます。 

  

(4）ガラスびん製造機器、包装機器の海外売上について 

海外関連会社からのガラスびん生産関連機器の受注を受け、既にほぼ製作を終え、搬入・据付する段階になっております

が、検収が遅れたり、不具合が発見された場合、売上計上時期の変更、納入先の逸失利益に対する補償あるいは代替納入等、

業績へ多大な影響を与える可能性があります。 

  

(5）原油価格動向と為替変動について 

ガラス溶融の主要燃料である重油は勿論、ペットボトル、プラスチックキャップの主原料も、原油価格の動向と為替変動の

影響を受けております。また、ガラスびんの原料であるソーダ灰や珪砂も輸入に依存しており、為替動向によっては仕入単価

が変動する可能性を持っております。 

業績予想においては、各種情報に基づき推測しうる範囲の価格設定をしておりますが、想定を超える価格変動が生じた場

合、業績予想が大きく振れる可能性があります。 

  

(6）情報セキュリティについて 

当社では、情報管理のために、情報セキュリティ方針、ＩＳＭＳマニュアル等を制定したほか、個人情報保護方針、個人情

報保護規程等により、万全の情報セキュリティ対策を講じておりますが、万一外部要因による不可抗力のシステムトラブル等

による情報流出が発生した場合、当社グループ（当社および連結子会社）の信用を失墜させ、業績に影響を与える可能性を有

しております。 

  

(7）災害等について 

当社グループの製造拠点、販売拠点は、顧客との関係、サプライヤーとの関係、経営資源の有効活用等の観点から立地して

おります。それらの地域に大規模な地震、風水災害等不測の災害や事故が発生した場合に備えて、災害対策マニュアルを策定

し、できるだけ早い復旧に向けた活動をとれるよう取り組んでおりますが、万一発生した災害や事故の規模によっては、損害

が多額になるとともに、当該製造拠点では生産活動が大幅に低下する可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

当社グループ（当社および連結子会社）の研究開発活動は、事業の種類別セグメント区分におけるガラスびん関連事業、プラ

スチック容器関連事業およびニューガラス関連事業において研究を進めております。いずれのセグメントにおいても、研究開発

のほとんどを当社の事業部門が行っており、ガラスびん関連事業は当社ガラスびんカンパニー生産本部技術部、プラスチック容

器関連事業は当社プラスチックカンパニー生産本部が主に研究開発を進めております。ニューガラス関連事業は、当社ニューガ

ラス研究所およびニューガラスカンパニーにて行っているガラス系新素材の研究開発です。 

  

(1）ガラスびん関連事業 

当社ガラスびんカンパニーではびんの需要創造に向け、技術開発に注力しており、軽量化の推進、びんの品質向上のため無

塗油によるびん生産の確立や省力化・省人化に向けた技術開発を含め、各種管理システムの構築や生産工程におけるソフト・

ハード両面の研究開発を進めております。また、リサイクル性、開封性、安全性に優れたキャップの開発の取り組みも推進し

ております。環境問題への対応にも力を入れており、省エネルギー、大気汚染低減（ＳＯｘ、煤塵の低減）、地球温暖化防止

（ＣＯ２削減）の取り組み、リサイクル社会への対応のためカレット品質向上によるカレット使用比率の増加を図っておりま

す。このカレットを使用したエコロジーボトルの生産拡大にも取り組んでおります。さらに、加工関連においては、近年導入

した四点貼りのタックラベルおよび陶器調のコーティング技術を活用し、加飾性向上への取り組みを行っています。さらに、

一層の差異化を図るために新たな加工技術の調査・研究を行っております。 

当連結会計年度中に支出した研究開発費は、５千７百万円です。 

  

(2）プラスチック容器関連事業 

当社プラスチックカンパニーにおけるキャップ関連としては、飲料用ＴＥＮキャップのラインアップ増を図るため、①酸素

スカベンジャー機能を持ったキャップの開発、②耐熱圧用キャップ“ＴＥＮ－ＰＨＰ”の開発、③38mmキャップの開発、の３

項目に取り組み、当連結会計年度に上市しました。また、アセプティック充填対応１ピースキャップも本年２月より本格生産

を開始し、大手参入に向けアプルーバル作業を実施しております。 

ボトル関連としては、当連結会計年度よりプリフォーム事業の検討を始めております。 

当連結会計年度中に支出した研究開発費は、９千６百万円です。 

  

(3）ニューガラス関連事業 

ニューガラス研究所では、２１世紀を見据えた、フィルターガラス・レンズ用ガラスなどのオプティカルガラス・電子部品

の微細化などに対応したナノガラス・白色ＬＥＤバッファー層材料などの研究・開発を進めております。企業・大学・公的研

究機関との密接な共同研究開発の推進、新規事業創出のための研究開発目標および開発時間軸を明確にした運営を行い、効果

的な先端技術研究開発の推進を図っております。 

ニューガラスカンパニーでは、ＰＤＰテレビに用いられている粉末ガラスの商品開発および生産技術開発、燃料電池や太陽

電池関連の材料開発、小型プリンターに用いられるグレーズガラスの商品開発を積極的に進めております。さらに、ＩＳＯ１

４００１の維持推進活動の一環として、鉛ガラスから環境にやさしい鉛を含まない低融点ガラスへの切り替えのための研究開

発にも全力を挙げて取り組んでおります。 

当連結会計年度中に支出した研究開発費は、２億４千８百万円です。 

  

当連結会計年度中に当社グループが支出した研究開発費の総額は、４億２百万円です。 

  

 （注） 金額には消費税等は含まれておりません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1）財政状態 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ６億５千７百万円減少し、９０３億７千９百万円となりました。こ

れは、前連結会計年度末に比べ、たな卸資産が１１億３千４百万円、非連結子会社及び関連会社株式が１８億２百万円それぞ

れ増加した一方、有形固定資産が２３億６千４百万円減少したことが主な要因です。たな卸資産の増加については、海外関連

会社向けガラスびん生産関連機器の仕掛品の増加によるものであり、また、非連結子会社及び関連会社株式の増加については

海外関連会社への増資払込等によるものです。有形固定資産の減少については、設備投資の抑制に加え、休止資産等の廃棄に

よるものです。その他の減少の要因としては、売上高減少による受取手形及び売掛金の減少（973百万円）等があげられます。

有利子負債合計は、社債の発行等により５億８千万円増加し、１４０億７千１百万円となりました。退職給付制度を変更し

たことにより、退職給付引当金が１７億１千万円減少し、４７億３千７百万円となりました。その結果、負債合計は１３億１

千３百万円減少し、３７０億２千９百万円となりました。 

自己株式の取得を行いましたが、利益剰余金が１１億７千６百万円増加しましたので、自己資本は６億５千３百万円増加し

て５３３億７百万円となりました。その結果、自己資本比率は５９．０％と前連結会計年度末に比べて１．２ポイント上昇

し、１株当たり純資産額は４７８円８５銭と１８円３８銭増加しました。 

  

(2）経営成績 

当連結会計年度においては、ガラスびん関連事業、プラスチック容器関連事業等での大幅な減収により、連結売上高は７０

２億２千９百万円と、前年同期比２７億１千４百万円減少しました。 

売上原価については、当初計画どおりに人員削減や設備投資の抑制を継続し、労務費、減価償却費等の固定費の削減を推し

進め、また効率的な生産・在庫計画に基づき外注費等を削減したことにより、売上原価率が低下しました。連結売上総利益は

１４１億１千万円（前年同期比０．４％減）と微減したものの、売上総利益率は２０．１％と前連結会計年度に比べ０．７ポ

イント上昇しました。 

販売費及び一般管理費については、保管効率の向上による保管費用の削減、および販売量減少による運搬費の減少が主な要

因となり、前連結会計年度に比べ３億７千１百万円減少しました。その結果、連結営業利益は３２億３千７百万円（前年同期

比１０．９％増）となり、売上高営業利益率は４．６％と前連結会計年度に比べ、０．６ポイント上昇しました。 

営業外損益の収支については、持分法による投資利益が増加したこと等により、前連結会計年度に比べ４億７千６百万円改

善し、連結経常利益は３６億３千５百万円（前年同期比２８．０％増）、売上高経常利益率は５．２％と前連結会計年度に比

べ、１．３ポイント上昇しました。 

特別損益項目においては、投資有価証券の売却益が１０億１千３百万円、溶解窯の除却等による特別修繕引当金取崩益が７

億２千３百万円発生しております。一方で、固定資産廃棄損が前連結会計年度に比べ１７億８千９百万円増加しております。

この主な要因は、東京工場および大阪工場のガラス溶解窯各１炉の除却、ならびに休止していた尼崎工場のガラスびん生産設

備の除却によるものです。 

以上の結果、連結当期純利益は１９億２千４百万円と前連結会計年度に比べ２４．６％増加し、１株当たり当期純利益は１

６円３２銭と３円３０銭増加しております。 

  

なお、事業の種類別セグメントの業績については、第２［事業の状況］１［業績等の概要］に記載しております。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

当社グループ（当社および連結子会社）では、全体で３８億５千４百万円の設備投資を実施しております。 

ガラスびん関連事業においては、設備更新を中心とした生産設備の維持改造など、コストダウンと品質向上を図るため２４億

１千万円の設備投資を実施しました。 

プラスチック容器関連事業においては、宇都宮工場におけるＴＥＮキャップ生産ラインの増設、ペットボトル生産設備の改造

等、１２億２千４百万円の設備投資を実施しました。 

ニューガラス関連事業においては、粉末ガラス等生産設備の増強を中心として、１億９千５百万円の設備投資を実施しまし

た。 

物流関連事業およびその他事業においては、２千４百万円の設備投資を実施しました。 

上記金額には無形固定資産が含まれております。 

  

当連結会計年度における、主要な設備の除却、売却は以下のとおりです。 

なお、尼崎工場については、平成18年６月５日開催の当社取締役会において、廃止することを決議しました。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容
帳簿価額
（百万円） 

備考 

日本山村硝子㈱ 
尼崎工場 
（兵庫県尼崎市） 

ガラスびん関連事業 ガラスびん生産設備 566 除却 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりです。 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

  

(3）在外子会社 

該当事項はありません。 

      平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

東京工場 
（神奈川県相模原市） 

ガラスびん関
連事業 

ガラスびん 
生産設備 

1,808 2,587
50
(72)

263 4,710 254

埼玉工場 
（埼玉県熊谷市） 

〃 〃 848 1,975
1,804
(79)

181 4,810 158

播磨工場 
（兵庫県加古郡） 

〃 〃 2,201 4,664
2,904
(89)

230 10,001 236

大阪工場 
（大阪府高槻市） 

〃 〃 654 1,424
137
(30)

147 2,363 154

関西工場 
（兵庫県加古郡） 

プラスチック
容器関連事業

ペットボト
ル・キャッ
プ生産設備 

760 781
1,264
(32)

229 3,036 45

宇都宮工場 
（栃木県宇都宮市） 

〃 〃 1,122 1,213
2,617
(67)

593 5,547 26

本社 
（兵庫県西宮市） 
（注）３ 

全社的管理業
務 

その他設備 206 132
41
(1)

109 489 198

その他 
（注）４ 

ガラスびん関
連事業 
プラスチック
容器関連事業
ニューガラス
関連事業 
その他事業 

〃 972 613
3,096
(148)

95 4,777 121

      平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

山村倉庫㈱東京事業所
（神奈川県相模原市） 

ガラスびん関
連事業 

運送保管 
作業設備 

1,395 0
－
(－)

0 1,396 18

山村倉庫㈱大阪事業所
（大阪府高槻市） 

〃 〃 1,019 1
－
(－)

0 1,020 16

山村倉庫㈱厚木営業所
（神奈川県厚木市） 
（注）２ 

物流関連事業 作業設備 0 3
－
(－)

1 5 99



 （注）１．帳簿価額のうちその他は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計です。なお、金額には消費税等を含んでおりま

せん。 

２．主要な賃借物件は以下のとおりです。 

３．主要なリース物件は以下のとおりです。 

４．前連結会計年度においてガラスびん関連事業として記載しておりました尼崎工場は、当連結会計年度においてガラスび

ん生産設備を除却したため、その他に含めて記載しております。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの当連結会計年度末現在実施中または計画中の主なものは次のとおりです。 

(1）新設、拡充、改修等 

  

(2）除却、売却等 

 該当事項はありません。 

  

  会社名 
事業所名
(所在地) 

年間賃借料
（百万円） 

賃借内容 

  山村倉庫㈱ 
厚木営業所
（神奈川県厚木市） 

172 建物 

  会社名 
事業所名
（所在地） 

年間支払リース料
（百万円） 

リース内容 

  日本山村硝子㈱
本社 
（兵庫県西宮市） 

105
建物、工具、器具及び
備品、車両運搬具 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容
投資予定
総額 
(百万円)

既支払額
  

(百万円)

資金調
達方法 

着手予
定年月 

完了予
定年月 

完成後の
増加能力

        平成 平成   

日本山村硝子㈱ 
東京工場 

神奈川県
相模原市 

ガラスびん関
連事業 

生産設備維
持改造 

920 20 自己資金 17年11月 19年３月 
生産能力
維持省力
化 

日本山村硝子㈱ 
埼玉工場 

埼玉県 
熊谷市 

〃 〃 600 40 〃 18年２月 〃 〃 

日本山村硝子㈱ 
播磨工場 

兵庫県 
加古郡 

〃 〃 485 － 〃 18年４月 〃 〃 

〃 〃 〃 定期修繕 750 － 〃 18年12月 〃 〃 

日本山村硝子㈱ 
関西工場 

〃 
プラスチック
容器関連事業 

生産設備維
持改造 

1,365 103 〃 17年１月 〃 〃 

日本山村硝子㈱ 
宇都宮工場 

栃木県 
宇都宮市 

〃 〃 805 462 〃 17年５月 〃 〃 

日本山村硝子㈱ 
鳴尾浜プラント 

兵庫県 
西宮市 

ニューガラス
関連事業 

生産設備の
強化 

750 － 〃 18年４月 18年12月 
生産性向
上 

日本山村硝子㈱ 
尼崎プラント 

兵庫県 
尼崎市 

〃
粉末ガラス
生産設備の
増設 

690 － 〃 18年４月 18年８月 
粉末ガラ
ス生産能
力倍増 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めておりましたが、平成18年６月28日開

催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。また、会社が発行する株式の総数は同日

より5,475,000株増加し、300,000,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．資本準備金による自己株式の消却 

（自 平成13年11月26日 至平成14年３月20日） 

２．資本準備金による自己株式の消却 

（自 平成14年４月１日 至 平成14年５月22日） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 294,525,000 

計 294,525,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名
又は 

登録証券業協会名 
内容 

普通株式 125,368,494 125,368,494

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 125,368,494 125,368,494 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成14年３月31日 
（注）１ 

△4,182 126,661 － 14,074 △751 17,557

平成15年３月31日 
（注）２ 

△1,293 125,368 － 14,074 △256 17,300



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式14,178,337株のうち14,178単元は、単元株として「個人その他」の欄に含まれており、337株は「単元未満株式

の状況」の欄に含まれております。 

２．上記「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が13単元含まれております。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は、平成18年３月31日現在、自己株式14,178千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係わる株式数は次のとおりです。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   8,422千株 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社           923千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社     2,686千株 

        平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状
況（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の
法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 48 26 279 68 1 10,070 10,492 － 

所有株式数
（単元） 

－ 36,459 1,184 21,359 12,748 1 52,600 124,351 1,017,494

所有株式数の
割合（％） 

－ 29.32 0.95 17.18 10.25 0.00 42.30 100.00 － 

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,422 6.72 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 5,128 4.09 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,252 3.39 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 4,231 3.37 

旭硝子株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目12番１号 3,836 3.06 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 3,552 2.83 

山村 幸治 兵庫県芦屋市 2,715 2.17 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,686 2.14 

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518 
IFSC DUBLIN, IRELAND 

2,600 2.07 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行） 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

日本山村硝子取引先持株会 兵庫県西宮市浜松原町２番21号 2,424 1.93 

計 － 39,848 31.78 



３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成18年２月15日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があ

り、平成18年１月31日現在で12,279千株（9.79％）を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点

における実質所有状況の確認ができないため、株主名簿に基づいて記載しております。なお、当該報告書の内容は以下

のとおりです。 

４．三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社は、平成17年10月１日付で三菱信託銀行株式会社とＵＦＪ信託銀行株式会社が合併したも

のです。 

５．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成18年１月１日付で株式会社東京三菱銀行と株式会社ＵＦＪ銀行が合併したもので

す。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株（議決権の数13個）含まれておりま

す。 

  氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
東京都千代田区丸の内２丁目
７番１号 

4,231 3.37 

  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
東京都千代田区丸の内１丁目
４番５号 

7,888 6.29 

  三菱ＵＦＪ証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目
４番１号 

22 0.02 

  三菱ＵＦＪ投信株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目
４番５号 

138 0.11 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）
普通株式 14,178,000 
（相互保有株式） 
普通株式   175,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 109,998,000 109,998 － 

単元未満株式 普通株式 1,017,494 － － 

発行済株式総数 125,368,494 － － 

総株主の議決権 － 109,998 － 



②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数 
（株） 

他人名義所有
株式数 
（株） 

所有株式数の
合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）   

日本山村硝子株式会社 
兵庫県西宮市浜松原
町２番21号 

14,178,000 － 14,178,000 11.31

（相互保有株式）   

日硝精機株式会社 
神奈川県大和市深見
西４丁目１番５号 

117,000 － 117,000 0.09

日硝珪砂有限会社 
愛知県瀬戸市落合町
98 

58,000 － 58,000 0.05

計 － 14,353,000 － 14,353,000 11.45



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

  

ホ【自己株式の保有状況】 

    平成18年６月28日現在

  区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

  
取締役会での決議状況 
（平成17年12月５日決議） 

5,000,000 2,500,000,000 

  前決議期間における取得自己株式 2,991,000 1,296,653,000 

  残存決議株式数および価額の総額 2,009,000 1,203,347,000 

  未行使割合（％） 40.18 48.13 

    平成18年６月28日現在

  区分 株式数（株） 

  保有自己株式数 13,916,000 



②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

(注） 平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、会社法第165条第２項の規定により、「取締

役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

当社においては、株主各位に対する利益還元を経営の最重要政策であると位置付けております。 

平成18年３月期より業績に連動した配当を基本方針とすることを決議しました。配当性向は連結当期純利益の40％を基本と

し、かつ最低年間配当は１株当たり５円を維持するものとします。 

内部留保資金については、成長事業への設備投資あるいは技術革新のための投資や研究開発投資に充当し、企業価値を高めて

いきます。 

平成18年６月28日開催の第77期定時株主総会において、期末配当は１株につき３円50銭と決議されました。その結果、中間配

当（１株当たり３円）と合わせ、当事業年度の１株当たり配当金は６円50銭となりました。 

（注） 当事業年度の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月15日 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

    平成18年６月28日現在

  区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

  自己株式取得に係る決議 － － － 

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 273 211 238 315 475 

最低（円） 160 142 172 213 264 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月

最高（円） 340 426 444 475 468 432 

最低（円） 318 333 402 401 370 381 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数 
(千株) 

代表取締役 

社長兼最高経営

責任者兼最高執

行責任者 

山村 幸治 昭和37年９月25日 

昭和60年４月 ㈱日本興業銀行入行 

平成３年６月 山村硝子㈱入社 管理本部管理部長 

平成４年６月 同社管理本部経理部長 

平成６年６月 同社取締役管理本部副本部長 

平成９年７月 同社取締役管理本部長 

平成10年５月 同社常務取締役管理本部長 

平成10年10月 日本山村硝子㈱常務取締役管理本部長 

平成12年２月 常務取締役プラスチック事業本部長 

平成13年３月 取締役プラスチック事業本部長 

平成13年４月 取締役プラスチックカンパニー社長 

平成14年４月 専務取締役 

平成15年６月 代表取締役社長兼最高執行責任者 

平成17年６月 代表取締役社長兼最高経営責任者兼最高執行責

任者（現） 

2,715 

常務取締役 経営戦略本部長 谷上 嘉規 昭和28年２月５日 

昭和53年３月 山村硝子㈱入社 

平成12年３月 日本山村硝子㈱ニューガラス事業部長 

平成12年10月 ニューガラスカンパニープレジデント 

平成13年４月 執行役員ニューガラスカンパニー社長 

平成13年12月 執行役員ニューガラスカンパニー社長兼ニュー

ガラス研究所長 

平成14年６月 取締役ニューガラスカンパニー社長兼ニューガ

ラス研究所長 

平成16年１月 取締役財務、人事、コーポレート室管掌 

平成16年４月 常務取締役経営戦略本部長（現） 

26 

常務取締役 

ガラスびんカン

パニー社長兼エ

ンジニアリング

カンパニー管掌 

吉田 和雄 昭和20年４月５日 

昭和44年４月 山村硝子㈱入社 

平成９年２月 同社ガラスびん営業本部東京支店長 

平成10年10月 日本山村硝子㈱ガラスびん営業本部副本部長 

平成12年４月 執行役員ガラスびん営業本部副本部長 

平成13年４月 ガラスびんカンパニー執行役員東部営業本部長 

平成14年４月 執行役員プラスチックカンパニー社長 

平成15年６月 取締役プラスチックカンパニー社長 

平成16年１月 取締役ガラスびんカンパニー社長兼プラスチッ

クカンパニー社長 

平成16年４月 取締役ガラスびんカンパニー社長兼プラスチッ

クカンパニー社長兼エンジニアリングカンパニ

ー管掌 

平成18年１月 常務取締役ガラスびんカンパニー社長兼エンジ

ニアリングカンパニー管掌（現） 

58 

取締役 

ニューガラスカ

ンパニー社長兼

ニューガラス研

究所長 

栗林 秀行 昭和25年３月５日 

昭和48年４月 山村硝子㈱入社 

平成８年10月 同社ガラスびん生産本部商品開発部長 

平成10年10月 日本山村硝子㈱ガラスびん生産本部商品開発部

長兼生産技術部長 

平成12年４月 執行役員ガラスびん生産本部長 

平成12年７月 常務執行役員ガラスびん生産本部長 

平成13年４月 執行役員ガラスびんカンパニー社長 

平成13年６月 取締役ガラスびんカンパニー社長 

平成16年１月 取締役ニューガラスカンパニー社長兼ニューガ

ラス研究所長（現） 

35 



 （注） 監査役鳥山半六および宮内俊江は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数 
(千株) 

取締役 

（非常勤） 
  木下 鷹司 昭和17年４月13日 

昭和33年４月 山村硝子㈱入社 

昭和61年２月 ㈲甲南流通取締役 

平成元年２月 ヤマソー運輸㈱取締役 

平成４年５月 同社常務取締役 

ヤマソーカーゴ㈱常務取締役 

平成６年５月 ヤマソー運輸㈱代表取締役社長 

平成８年５月 ヤマソーカーゴ㈱代表取締役社長 

平成９年５月 山村倉庫㈱取締役 

平成10年５月 同社常務取締役 

平成12年５月 同社代表取締役副社長 

平成13年４月 同社代表取締役社長 

平成14年６月 日本山村硝子㈱取締役（現） 

平成18年５月 山村倉庫㈱特別顧問（現） 

51 

常勤監査役   三甲野 宏則 昭和17年１月30日 

昭和39年４月 山村硝子㈱入社 

平成２年８月 同社管理本部長 

平成３年６月 同社取締役管理本部長 

平成６年６月 同社常務取締役管理本部長 

平成９年７月 同社常務取締役総務、人事、リサイクリング事

業、国内関連会社担当 

平成10年５月 同社専務取締役総務、人事、リサイクリング事

業、国内関連会社担当 

平成10年10月 日本山村硝子㈱専務取締役総務人事本部長、リ

サイクリング事業・国内関連会社担当 

平成12年２月 専務取締役管理部門担当 

平成13年４月 専務取締役シェアードサービスセンター長 

平成14年４月 専務取締役 

平成15年６月 常勤監査役（現） 

49 

常勤監査役   藤木 嘉雄 昭和22年10月12日 

昭和38年４月 山村硝子㈱入社 

平成12年10月 日本山村硝子㈱エンジニアリングカンパニープ

レジデント 

平成13年４月 執行役員エンジニアリングカンパニー社長 

平成16年４月 顧問 

平成16年６月 常勤監査役（現） 

10 

監査役   鳥山 半六 昭和34年９月５日 

昭和63年４月 色川法律事務所入所 

平成７年１月 同法律事務所パートナー弁護士（現） 

平成13年６月 日本山村硝子㈱監査役（現） 

平成16年６月 ㈱奥村組監査役（現） 

5 

監査役   宮内 俊江 昭和22年２月10日 

昭和55年４月 宮内法律事務所入所 

平成10年４月 同法律事務所パートナー弁護士（現） 

平成16年６月 日本山村硝子㈱監査役（現） 

23 

       計 2,972



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、経営を推進するに際して法令等を遵守し、社会の倫理に従い、公正かつ透明な経営を行うことを基本とした「企

業活動に関する基本指針・行動基準」を定めております。 

この指針に沿って経営を行い、万一、本指針に反するような事態が発生したときは、経営トップ自らが問題解決にあたり、

原因究明・再発防止に努める旨、また社会への迅速かつ的確な情報開示を行うとともに、権限と責任を明確にした上で、自ら

を含めて厳正なる処分を行う旨を定めております。 

また、株主・取引先・社員に対し、経営の一層の透明性を高めるため、当社ホームページの充実を図ると同時に、積極的な

ＩＲ活動に努めております。 

  

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況等 

① 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

当社では取締役会を、経営の基本方針および業務執行方針の大綱やその他経営に関する重要事項を決定するとともに業務

執行を監督する機関と位置付けており、毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役

は、取締役会において定める経営の基本方針および業務執行方針の大綱に基づき、職務を執行しております。取締役が取締

役会に報告すべき事項は、「取締役会規則」に定めております。コンプライアンス担当役員は、「企業活動に関する基本指

針・行動基準」の周知徹底に努めております。 

業務執行については執行役員制度を導入の上、適正な権限委譲のもとで執行責任を明確化するとともに、経営会議・グ

ループ社長会を通じて、情報共有と相互牽制を図っております。 

また、顧問契約を締結している法律事務所を通じ、コンプライアンスの観点から適宜必要なアドバイスを受けておりま

す。監査法人からは、中間・期末の会計監査だけでなく、内部統制機能に関する適切なアドバイスを受けております。 

当社では監査役制度を採用しており、監査役４名のうち社外監査役は２名（非常勤）です。監査役は取締役会を中心に適

宜重要な会議へ出席し、取締役の職務執行に関して厳正な監視を行っております。 

  

② 内部監査および監査役監査の状況 

内部監査については、社長直轄部門である業務監査室（２名）がコンプライアンスを主体とした活動を行っており、各部

門において想定されるリスクを洗い出し、そのリスク対応策が機能しているかを定期的に監査するとともに、社内通報制度

の運用を行っております。また、監査役とも平素から緊密な連携をとるだけでなく、定期的に監査役会へ報告するとともに

協議を行い、情報交換や共有化を図っております。 

監査役監査については、各監査役は監査役会で策定した監査方針および監査計画に従って、監査を実施しております。そ

の方法は取締役会等の重要な会議に出席するほか、重要な決裁書類・資料の閲覧、各部門・事業所を往査し、また必要に応

じて子会社の調査を実施しております。また、会計監査人とも緊密な連携をとり、監査方針およびその方法・結果の妥当性

を確認するとともに、必要な財務報告体制の構築・運用状況を監査しております。 

  

③ 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、大橋弘美、北本敏の２名であり、それぞれあずさ監査法人に所属しており

ます。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、会計士補11名です。 

なお、会計監査には、情報システムに関する内部統制の検討も含まれております。 

  

④ 社外取締役および社外監査役との関係 

当社では社外取締役を選任しておりません。社外監査役２名については、当社との特別な利害関係はありません。 



(3）リスク管理体制の整備の状況 

全社的、組織横断的なリスクの監視および対応は経営戦略本部長が行い、各部門の業務執行に係るリスクについては、担当

部門長が行っております。また、経営に対して重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、経営会議において責任者

を定めることとしております。管理責任者は、当該リスク管理の進捗状況を逐次経営会議に報告するほか、必要と認められる

場合には取締役会に報告しております。 

災害等不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、「全社緊急連絡網」による情報伝達を行う

等、迅速な対応を行い、損害の拡大を最小限に止める体制を構築しております。 

また、情報管理の重要性を認識し、「情報セキュリティ方針」を定め、情報セキュリティ委員会を設置するとともに、取り

扱う情報量の多い管理部門においてＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得しました。また、「個

人情報保護方針」を定め、この周知徹底と「個人情報保護規程」を厳格に運用しております。 

  

(4）役員報酬の内容 

 取締役に支払った報酬                       72百万円 

 監査役に支払った報酬                       30百万円 

 利益処分による取締役賞与                     30百万円 

 株主総会決議に基づく退任取締役への退職慰労金           191百万円 

(注）上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む）として、34百万円支給しております。 

  

(5）監査報酬の内容 

当社のあずさ監査法人に対する報酬の内容は、次のとおりです。 

 監査証明業務に係る報酬  28百万円 

 上記以外の報酬       0百万円 

  



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づき作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づき作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）および当連

結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表ならびに前事業年度（平成16年４月１日から平成17

年３月31日まで）および当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人によ

り監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   8,843 8,973 

２．受取手形及び売掛金   19,966 18,992 

３．たな卸資産   7,967 9,102 

４．前払費用   87 79 

５．繰延税金資産   574 622 

６．その他   440 868 

貸倒引当金   △23 △16 

流動資産合計   37,856 41.6 38,622 42.7

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 
※２
※４ 

  

(1）建物及び構築物  31,134 29,677  

減価償却累計額  18,401 12,732 18,185 11,492 

(2）機械装置及び運搬具  79,504 74,068  

減価償却累計額  64,424 15,079 60,533 13,534 

(3）工具、器具及び備品  8,050 8,205  

減価償却累計額  6,761 1,289 6,993 1,212 

(4）土地   12,100 12,032 

(5）建設仮勘定   120 685 

有形固定資産合計   41,322 45.4 38,957 43.1

２．無形固定資産   270 0.3 375 0.4



   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券   3,825 4,330 

(2）非連結子会社及び関
連会社株式 

  2,143 3,946 

(3）関連会社出資金   242 257 

(4）長期貸付金   14 12 

(5）長期前払費用   232 162 

(6）繰延税金資産   3,829 2,767 

(7）その他   1,433 1,072 

貸倒引当金   △133 △124 

投資その他の資産合計   11,587 12.7 12,424 13.8

固定資産合計   53,180 58.4 51,757 57.3

資産合計   91,036 100.0 90,379 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金   8,950 8,780 

２．短期借入金 ※２  3,837 3,172 

３．未払金   1,020 1,308 

４．未払法人税等   918 322 

５．未払消費税等   164 126 

６．未払費用   888 900 

７．賞与引当金   797 769 

８．その他   1,306 2,018 

流動負債合計   17,883 19.7 17,398 19.3



  

  

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．社債   － 1,000 

２．長期借入金 ※２  9,654 9,899 

３．退職給付引当金   6,447 4,737 

４．役員退職引当金   332 191 

５．特別修繕引当金   3,796 3,267 

６．その他   229 535 

固定負債合計   20,460 22.5 19,630 21.7

負債合計   38,343 42.2 37,029 41.0

（少数株主持分）    

少数株主持分   39 0.0 42 0.0

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※５  14,074 15.4 14,074 15.6

Ⅱ 資本剰余金   17,300 19.0 17,301 19.1

Ⅲ 利益剰余金   23,635 26.0 24,812 27.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  966 1.1 1,385 1.5

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,269 △1.4 △898 △1.0

Ⅵ 自己株式 ※６  △2,054 △2.3 △3,367 △3.7

資本合計   52,653 57.8 53,307 59.0

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  91,036 100.0 90,379 100.0

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   72,943 100.0 70,229 100.0

Ⅱ 売上原価   58,781 80.6 56,118 79.9

売上総利益   14,162 19.4 14,110 20.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   

１．運搬費  4,284 4,197  

２．旅費交通費  264 272  

３．貸倒引当金繰入額  1 －  

４．従業員給料手当  1,272 1,243  

５．賞与引当金繰入額  145 138  

６．退職給付費用  190 190  

７．役員退職引当金繰入額  61 47  

８．福利厚生費  311 314  

９．賃借料  330 335  

10．保管料  1,617 1,517  

11．租税公課  169 141  

12．消耗品費  667 582  

13．減価償却費  110 103  

14．その他  1,815 11,245 15.4 1,787 10,873 15.5

営業利益   2,917 4.0 3,237 4.6

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  1 0  

２．受取配当金  42 49  

３．設備賃貸料  55 70  

４．持分法による投資利益  323 483  

５．金型代  41 59  

６．製品補償金等  70 77  

７．保険積立金満期返戻金
差益 

 － 108  

８．その他  139 673 0.9 188 1,037 1.5

     



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  224 201  

２．金型廃棄損  78 69  

３．休止資産償却費等  353 288  

４．その他  95 751 1.0 80 639 0.9

経常利益   2,840 3.9 3,635 5.2

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ 10 －  

２．投資有価証券売却益  － 1,013  

３．特別修繕引当金取崩益  235 723  

４．退職給付制度終了益  － 45  

５．貸倒引当金戻入益  8 253 0.3 10 1,793 2.5

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産廃棄損 ※３ 179 1,969  

２．固定資産売却損 ※４ － 15  

３．減損損失 ※５ 175 －  

４．退職特別加算金  80 284  

５．製品補償損失  － 435 0.6 59 2,329 3.3

税金等調整前当期純利
益 

  2,658 3.6 3,099 4.4

法人税、住民税及び事
業税 

 916 398  

法人税等調整額  196 1,112 1.5 775 1,173 1.7

少数株主利益   1 0.0 2 0.0

当期純利益   1,544 2.1 1,924 2.7

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  17,300 17,300 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．自己株式処分差益  0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  17,300 17,301 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  22,801 23,635 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益  1,544 1,544 1,924 1,924 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  685 685

２．役員賞与  24 56

３．会社分割による減少高  － 710 5 747 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  23,635 24,812 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前当期純利益   2,658 3,099 

減価償却費 ※２ 4,929 4,591 

減損損失   175 － 

持分法による投資利益   △323 △483 

貸倒引当金の増加額 
（△は減少額） 

  23 △16 

特別修繕引当金の減少額   △31 △529 

退職給付引当金の減少額   △458 △1,710 

役員退職引当金の増加額 
（△は減少額） 

  27 △140 

賞与引当金の増加額 
（△は減少額） 

  18 △28 

有形固定資産廃棄損 ※３ 258 2,038 

有形固定資産売却損 
（△は売却益） 

  △10 15 

投資有価証券売却益   － △1,013 

受取利息及び受取配当金   △43 △50 

支払利息   224 201 

売上債権の減少額   619 1,727 

たな卸資産の増加額   △538 △1,135 

仕入債務の減少額   △340 △191 

長期未払金の支払額   △914 － 

役員賞与の支払額   △24 △56 

その他   △268 417 

小計   5,981 6,735 

利息及び配当金の受取額   108 63 

利息の支払額   △218 △197 

法人税等の支払額   △316 △1,324 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  5,555 5,276 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による支出   △4,394 △4,694 

有形固定資産の売却による収入   47 507 

無形固定資産の取得による支出   △52 △205 

投資有価証券の取得による支出   △4 △145 

投資有価証券の売却による収入   － 1,354 

投資有価証券の償還による収入   20 5 

関連会社株式の取得による支出   － △961 

その他投資他の増加による支出   △284 △79 

その他投資他の回収による収入   61 506 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △4,607 △3,712 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増加額 
（△は純減少額） 

  △3,010 400 

長期借入による収入   2,630 2,450 

長期借入金の返済による支出   △2,367 △3,270 

社債発行による収入   － 985 

社債償還による支出   △72 － 

自己株式の増減による収支   △16 △1,312 

配当金の支払額   △688 △686 

少数株主への配当金の支払額   △1 △1 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △3,525 △1,434 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  △0 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
（△は減少額） 

  △2,578 129 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   11,421 8,843 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   8,843 8,973 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数       ３社 (1）連結子会社の数       ３社 

  山村倉庫㈱ 

㈱山村製壜所 

星硝㈱ 

同左 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

  日硝精機㈱ 同左 

  （連結の範囲から除いた理由）   

  非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)および利益

剰余金(持分に見合う額)等はいずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から除

いております。 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社数 ０社 (1）持分法適用の非連結子会社数 ０社 

(2）持分法適用の関連会社数   ４社 (2）持分法適用の関連会社数   ４社 

  サンミゲル山村アジア・コーポレ

ーション 

ラムスーン・ボール山村インコー

ポレーション 

サンミゲル山村ガラスベトナム 

サンミゲル山村扶桑モールド・コ

ーポレーション 

同左 

  (3）持分法を適用していない非連結子会

社および関連会社のうち主要な会社

の名称等 

(3）持分法を適用していない非連結子会

社および関連会社のうち主要な会社

の名称等 

  日硝精機㈱ 同左 

  （持分法適用の範囲から除いた理由）   

  持分法非適用会社は、それぞれ連結

純損益および連結利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の

適用から除いております。 

  

  (4）持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、

各社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

(4）      同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日

は一致しております。 

同左 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)有価証券 (イ)有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算

定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

  (ロ)デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務） 

(ロ)デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務） 

  時価法 同左 

  (ハ)たな卸資産 (ハ)たな卸資産 

  製品、商品、仕掛品 製品、商品、仕掛品 

  総平均法による原価法 同左 

  原材料、貯蔵品 原材料、貯蔵品 

  先入先出法による原価法（一部原

材料（カレット）については総平

均法） 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 (イ)有形固定資産 

定率法 

（ただし、当社の播磨工場および尼

崎工場の建物及び構築物と機械装

置及び運搬具（運搬具を除く）に

ついては定額法。また連結子会社

の一部事業所の建物及び構築物と

工具、器具及び備品についても定

額法。） 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しておりま

す。なお、耐用年数は法人税法に規

定する方法と同一の基準によってお

ります。 

      同左 

  (ロ)無形固定資産 (ロ)無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

同左 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (ハ)少額減価償却資産 (ハ)少額減価償却資産 

  ３年均等償却 

取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっておりま

す。 

同左 

(3）繰延資産の処理方法 ────── 社債発行費 

 支出時に全額費用処理しております。 

(4）重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 (イ)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 

  (ロ)賞与引当金 (ロ)賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上しておりま

す。 

同左 

  (ハ)退職給付引当金 (ハ)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

数理計算上の差異は、発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

同左 

    （追加情報） 

当社および子会社㈱山村製壜所は、平

成17年４月1日から退職給付制度の改定

を行いました。従来、退職一時金制度と

適格退職年金制度からなっておりました

が、これを退職一時金制度、規約型確定

給付企業年金（キャッシュバランスプラ

ン）制度と、確定拠出年金または前払退

職金のいずれかを選択できる制度に変更

しました。 

 この結果、当連結会計年度において、

営業費用に過去勤務債務の費用減額処理

額（339百万円）を計上し、特別利益に

制度終了益（45百万円）を計上しており

ます。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (ニ)役員退職引当金 (ニ)役員退職引当金 

  役員の退職金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額の100％

を計上しております。 

同左 

  (ホ)特別修繕引当金 (ホ)特別修繕引当金 

  周期的に行う硝子溶解窯の修理に備

えるため、その見積額を次回の修理

までの期間に按分して計上しており

ます。 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

在外関連会社の損益は、決算時の為替相

場により円貨に換算しております。な

お、換算差額は資本の部における為替換

算調整勘定に含めております。 

同左 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方

法 

ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

主に繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。ただし、適用要件を満たす場合、

金利スワップの特例処理、為替予約等

の振当処理を採用しております。 

同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

  スワップ・オプション・為替予約等を

手段として、契約時に存在する債権債

務等または実現可能性の高い予定取引

のみを対象としております。 

同左 

  ヘッジ方針 ヘッジ方針 

  内部規程においてヘッジの手段と対象

を定め、金利・為替・価格変動リスク

をヘッジする方針です。 

同左 

  ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 

  取引対象と手段の相関関係を検討する

事前テストのほか、必要に応じて事後

テストを行っております。 

同左 

  その他 その他 

  リスク管理方法として、取引基準金

額、取引相手先の信用リスクに対する

基準を定めております。 

同左 

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価につ

いては、部分時価評価法を採用しており

ます。 

同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定はありません。 同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する連結会

計年度に係る連結財務諸表から適用できることになった

ことに伴い、当連結会計年度から同会計基準および同適

用指針を適用しております。これにより税金等調整前当

期純利益は171百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において区分掲記していた投資有価証

券売却益（当連結会計年度0百万円）ならびに投資有

価証券の売却による収入（当連結会計年度0百万円）

は、重要性が低下したため、当連結会計年度において

投資有価証券売却益は営業活動によるキャッシュ・フ

ローのその他に、投資有価証券の売却による収入はそ

の他投資他の回収による収入に含めて表示しておりま

す。 

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローのその他に含めていた投資有価証券売却益

（前連結会計年度0百万円）ならびにその他投資他の

回収による収入に含めていた投資有価証券の売却によ

る収入（前連結会計年度0百万円）は、重要性が増し

たため、区分掲記しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

 １．従業員の住宅資金の借入に対し９百万円の保証を

行っております。 

 １．従業員の住宅資金の借入に対し５百万円の保証を

行っております。 

※２．担保に供している資産、および担保を付している

債務は次のとおりです。 

※２．担保に供している資産、および担保を付している

債務は次のとおりです。 
  
担保に供している資産   

工場財団 23,525百万円

（土地・建物及び構築物・機械装置及び運搬具・
工具、器具及び備品） 

土地・建物及び構築物 2,840百万円

担保権設定の原因となっている債務  

長期借入金 
（１年内返済分を含む） 

6,491百万円

担保に供している資産   

工場財団 19,678百万円

（土地・建物及び構築物・機械装置及び運搬具・
工具、器具及び備品） 

土地・建物及び構築物 2,717百万円

担保権設定の原因となっている債務  

長期借入金 
（１年内返済分を含む） 

6,921百万円

──────  ３．受取手形割引高は次のとおりです。 

受取手形割引高 52百万円

※４．有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記

帳累計額は、国庫補助金等によるもの104百万円

（当連結会計年度実施額）です。 

※４．有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記

帳累計額は、国庫補助金等によるもの104百万円

です。 

※５．当社の発行済株式総数は次のとおりです。 ※５．当社の発行済株式総数は次のとおりです。 
  

普通株式 125,368,494株 普通株式 125,368,494株

※６．当社が保有する自己株式数は次のとおりです。 ※６．当社が保有する自己株式数は次のとおりです。 
  

普通株式 11,142,078株 普通株式 14,178,337株



（連結損益計算書関係） 

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は431百万円です。 

※１．一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は402百万円です。 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 ────── 
  

建物及び構築物 0百万円

土地 10百万円

合計 10百万円

※３．固定資産廃棄損の内訳は次のとおりです。 ※３．固定資産廃棄損の内訳は次のとおりです。 
  

  

建物及び構築物 37百万円

機械装置及び運搬具 135百万円

工具、器具及び備品 6百万円

合計 179百万円

建物及び構築物 785百万円

機械装置及び運搬具 1,177百万円

工具、器具及び備品 6百万円

無形固定資産 0百万円

合計 1,969百万円

────── ※４．固定資産売却損は、当社の遊休資産（神奈川県横

浜市）の土地および建物等の売却によるもの15百

万円等です。 

※５．減損損失 ────── 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

  

  

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円) 

神奈川県
横浜市 

遊休資産 

建物 25 

土地 59 

計 84 

北海道白
糠郡 

遊休資産 
土地 49 

計 49 

兵庫県西
宮市その
他２件 

店舗等 

構築物 25 

機械装置 15 

計 40 

合計 175 

  

当社グループは、事業用資産については事業部門

の区分により、賃貸・遊休資産については物件ごと

に区分し、資産のグルーピングを行っております。 

神奈川県横浜市の遊休資産は、事業の集約に伴い

遊休化したことにより、北海道白糠郡の遊休資産

は、土地の市場価格の著しい下落により、店舗等は

短期的な業績の回復が見込まれないことにより、そ

れぞれ回収可能価額まで帳簿価額を減額しておりま

す。 

なお、回収可能価額はいずれも正味売却価額によ

っており、公示価格等をもとに合理的に算定してお

ります。 

  



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 8,843百万円

現金及び現金同等物 8,843百万円

現金及び預金勘定 8,973百万円

現金及び現金同等物 8,973百万円

※２．減価償却費には、連結損益計算書の販売費及び一

般管理費のその他、営業外費用のその他に計上さ

れている研究開発費、貸出資産償却費等を含めて

おります。 

※２．         同左 

※３．有形固定資産廃棄損には、連結損益計算書の営業

外費用に計上されている金型廃棄損を含めており

ます。 

※３．         同左 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借手側） （借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

2,109 2,047 62

工具、器具及
び備品 

247 153 94

合計 2,357 2,200 156

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 

609 66 542 

工具、器具及
び備品 

160 95 64 

合計 769 162 607 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 106百万円

１年超 60百万円

合計 167百万円

１年以内 143百万円

１年超 466百万円

合計 610百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 612百万円

減価償却費相当額 522百万円

支払利息相当額 16百万円

支払リース料 147百万円

減価償却費相当額 135百万円

支払利息相当額 5百万円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

① 減価償却費相当額の算定方法 ① 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

同左 

② 利息相当額の算定方法 ② 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年以内 65百万円

１年超 291百万円

合計 357百万円

１年以内 64百万円

１年超 227百万円

合計 291百万円



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価が50％以上下落した場合は減損の対象とし、30％以上50％未満の下落については個別に減損の判定を行っておりま

す。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

取得原価 
  

（百万円） 

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
  

（百万円）

取得原価
  

（百万円）

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
  

（百万円） 

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの 

(1）株式 1,647 3,298 1,651 1,665 4,019 2,354

(2）債券   

国債・地方債
等 

－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 1,647 3,298 1,651 1,665 4,019 2,354

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの 

(1）株式 282 267 △14 71 68 △3

(2）債券   

国債・地方債
等 

－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 282 267 △14 71 68 △3

合計 1,929 3,566 1,636 1,737 4,088 2,350

前連結会計年度
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

0 0 － 1,354 1,013 － 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

種類 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 

国債・地方債等 － － 

社債 － － 

その他 18 13 

小計 18 13 

(2）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式
を除く） 

245 242 

小計 245 242 

合計 263 255 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
  

（百万円） 

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超
10年以内 
（百万円） 

10年超
  

（百万円） 

１年以内
  

（百万円） 

１年超
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
  

（百万円） 

債券    

(1）国債・地方債等 － － － － － － － －

(2）社債 － － － － － － － －

(3）その他 5 13 － － 13 － － －

合計 5 13 － － 13 － － －



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容、利用目的および取引に対する取組方針 同左 

当社および連結子会社において利用しているデリバ

ティブ取引は、金利スワップ取引・コモディティス

ワップ取引および為替予約取引です。これらは将来

の金利・為替・価格変動によるリスク回避のほか、

損益に与える影響を減殺することを目的としてお

り、投機的な取引は行わないだけでなく、ヘッジ会

計適用を原則としております。 

なお、ヘッジ会計の方法は以下のとおりです。 

  

①ヘッジ会計の方法   

主に繰延ヘッジ処理とし、適用要件を満たす場

合、金利スワップの特例処理、為替予約等の振当

処理を採用しております。 

  

②ヘッジ手段と対象   

借入金に対しては金利スワップ取引を、外貨建債

権債務に対しては為替予約取引を、燃料に対して

はコモディティスワップ取引をそれぞれ行ってお

ります。 

  

③ヘッジ有効性の評価方法   

取引対象と手段の相関関係を検討する事前テスト

のほか、必要に応じて事後テストを行っておりま

す。 

  

(2）取引に係るリスクの内容   

当社および連結子会社において利用しているデリバ

ティブ取引に係わる市場リスクはほとんどないと認

識しております。 

また、取引相手先は信用度の高い金融機関等に限定

しており、信用リスクも僅少であると判断しており

ます。 

  

(3）取引に係るリスク管理体制   

デリバティブ取扱い規程において、取引相手先に対

する信用リスクや取引限度額毎に権限を分散する基

準を設け、担当部署が決裁を受けております。 

  

(4）取引の時価等に関する事項についての補足説明   

スワップ取引における契約額等は、あくまでもデリ

バティブ取引における計算上の想定元本であり、当

該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを

測るものではありません。 

  



２．取引の時価等に関する事項 

(1）金利関連 

  

  

  

  次へ 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

うち１年超 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

契約額等
（百万円） 

うち１年超
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

市場取
引以外
の取引 

金利スワップ    

受取変動・支払変
動 

2,700 － － － － － － －

合計 2,700 － － － － － － －

前連結会計年度 当連結会計年度

（注）１．時価の算定方法   （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

取引は除いております。 スワップ契約を締結している金融機関から

提示された価格によっております。 

この価格は実際に将来受け払いされる金額

を表すものではありません。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

取引は除いております。 

    



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および一部の連結子会社は、確定給付型の規約型確定給付企業年金制度および退職一時金制度と、 

確定拠出年金または前払退職金のいずれかを選択できる制度を設けております。また、当社において退 

職給付信託を設定しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

 （注）１．主に臨時に支払った割増退職金および確定拠出年金掛金です。 

２．他勘定への振替額９百万円（前連結会計年度は17百万円）を含んでおります。 

３．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、イ．勤務費用に計上しております。 

４．上記退職給付費用以外に、転籍に伴う特別加算金として、284百万円（前連結会計年度は80百万円）を特別損失に計上し

ております。 

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

イ．退職給付債務 (百万円) △12,195 △9,728

ロ．年金資産（退職給付信託を含む） (百万円) 4,157 3,953

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） (百万円) △8,037 △5,775

ニ．未認識数理計算上の差異 (百万円) 1,589 1,038

ホ．未認識過去勤務債務（債務の減額） (百万円) － －

ヘ．連結貸借対照表計上額純額 
（ハ＋ニ＋ホ） 

(百万円) △6,447 △4,737

ト．前払年金費用 (百万円) － －

チ．退職給付引当金（ヘ－ト） (百万円) △6,447 △4,737

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

イ．勤務費用 (百万円) 489 438

ロ．利息費用 (百万円) 309 212

ハ．期待運用収益 (百万円) △76 △51

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 (百万円) 171 192

ホ．過去勤務債務の費用処理額 (百万円) － △339

ヘ．その他（注）１ (百万円) 54 150

     

ト．退職給付費用 
（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
（注）２ 

(百万円) 949 603



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率 2.0％ 同左 

ハ．期待運用収益率 
3.00％（適格年金）
  
0.45％（退職給付信託） 

2.00％（規約型確定給付 
    企業年金） 
0.45％（退職給付信託） 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 ────── １年（一括償却） 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による
定額法により按分した
額を、それぞれ発生の
翌連結会計年度から費
用処理することとして
おります） 

同左 



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産 百万円

退職給付引当金限度超過額 3,377 

役員退職引当金限度超過額 135 

特別修繕引当金限度超過額 880 

投資有価証券評価損 351 

関係会社株式評価損 515 

固定資産未実現利益 358 

その他 918 

繰延税金資産小計 6,537 

評価性引当額 △694 

繰延税金資産合計 5,842 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △785 

その他有価証券評価差額金 △667 

その他 △56 

繰延税金負債合計 △1,509 

繰延税金資産の純額 4,333 
  

繰延税金資産 百万円

退職給付引当金限度超過額 2,741 

特別修繕引当金限度超過額 779 

投資有価証券評価損 167 

関係会社株式評価損 515 

固定資産未実現利益 350 

その他 1,093 

繰延税金資産小計 5,648 

評価性引当額 △659 

繰延税金資産合計 4,988 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △747 

その他有価証券評価差額金 △960 

その他 △21 

繰延税金負債合計 △1,729 

繰延税金資産の純額 3,259 

（注）繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

（注）繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 
  

流動資産－繰延税金資産 574 

固定資産－繰延税金資産 3,829 

固定負債－その他 △70 

流動資産－繰延税金資産 622 

固定資産－繰延税金資産 2,767 

固定負債－その他 △131 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

  ％

法定実効税率 40.64 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

2.71 

 持分法による投資利益 △6.16 

 その他 0.67 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.86 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

(1）前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品、サービスの種類・性質の類似性に基づいて区分しております。 

２．各事業の主な製品、サービス 

「第１ 企業の概況 ３．事業の内容」に記載しております。 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度が6,315百万円であり、その主なものは当社

での長期投資資金（投資有価証券等）です。 

  

  

ガラス
びん関
連事業 

プラス
チック
容器関
連事業 

物流関
連事業 

ニュー
ガラス
関連事
業 

その他
事業 

計
消去又
は全社 

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 48,092 13,863 8,461 1,080 1,447 72,943 － 72,943

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － 59 － 49 109 ( 109) －

計 48,092 13,863 8,520 1,080 1,497 73,053 ( 109) 72,943

営業費用 47,064 12,824 7,916 898 1,431 70,135 ( 109) 70,026

営業利益 1,028 1,038 604 181 65 2,917 － 2,917

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

   

資産 62,925 17,081 1,088 2,642 983 84,721 6,315 91,036

減価償却費 3,623 929 19 122 7 4,703 － 4,703

資本的支出 2,430 894 － 662 0 3,988 － 3,988



(2）当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品、サービスの種類・性質の類似性に基づいて区分しております。 

２．各事業の主な製品、サービス 

「第１ 企業の概況 ３．事業の内容」に記載しております。 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度が8,585百万円であり、その主なものは当社

での長期投資資金（投資有価証券等）です。 

  

【所在地別セグメント情報】 

(1）前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 当社は本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

(2）当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 当社は本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

(1）前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

(2）当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

  

ガラス
びん関
連事業 

プラス
チック
容器関
連事業 

物流関
連事業 

ニュー
ガラス
関連事
業 

その他
事業 

計
消去又
は全社 

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 46,080 12,956 8,799 1,642 750 70,229 － 70,229

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 0 63 － 8 72 (  72) －

計 46,080 12,957 8,862 1,642 759 70,301 (  72) 70,229

営業費用 44,820 12,046 8,332 1,238 625 67,064 (  72) 66,991

営業利益 1,259 910 529 404 133 3,237 － 3,237

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

   

資産 59,016 16,852 970 2,862 2,091 81,793 8,585 90,379

減価償却費 3,289 935 15 176 5 4,423 － 4,423

資本的支出 2,410 1,224 9 195 15 3,854 － 3,854



【関連当事者との取引】 

(1）前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

(2）当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 子会社等 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業内容
又は職業 

議決権等
の所有割
合(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引
金額 
(百万円)

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

関連会社 
サンミゲル山村
アジア・コーポ
レーション 

フィリピン国 
キャビテ州 

4,902
ガラスびん
製造販売 

直接 40
兼任
２名 

当社と技
術援助契
約を締結 

株主割
当増資
の引受 

961

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 460円47銭

１株当たり当期純利益金額 13円02銭

１株当たり純資産額 478円85銭 

１株当たり当期純利益金額 16円32銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益 （百万円） 1,544 1,924 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） 56 64 

（うち利益処分による役員賞与金） （百万円） (56) (64) 

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 1,487 1,859 

期中平均株式数 （千株） 114,271 113,965 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社および子会社㈱山村製壜所は、平成17年４月１日

から退職給付制度の改定を行いました。従来、退職一時

金制度と適格退職年金制度からなっておりましたが、こ

れを退職一時金制度、規約型確定給付企業年金（キャッ

シュバランスプラン）制度と、確定拠出年金または前払

退職金のいずれかを選択できる制度に変更しました。 

この結果、翌連結会計年度において、営業費用に過去

勤務債務の費用減額処理額(339百万円)を計上し、特別

利益に制度終了益(48百万円)を計上する見込みです。 

当社は、平成18年６月28日開催の定時株主総会終結後

に開催された取締役会において、株式数減少により株主

価値の向上を図るため、会社法第178条の規定に基づ

き、当社が保有する自己株式のうち13,916,000株を、資

本剰余金および利益剰余金により消却することを決議し

ました。消却の時期は平成18年７月、消却後の発行済株

式総数は111,452,494株となる予定です。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．私募形式発行です。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりです。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、当連結会計年度末時点における残高の加重平均利率であり、金利スワップによりヘッジした後の実質利率

です。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりです。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％） 

担保 償還期限

日本山村硝子 
株式会社 

第一回無担保変
動利付社債 

平成18年 
３月31日 

－ 1,000 0.30 なし 
平成23年
３月31日 

合計 － － 1,000 － － － 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

－ － － － 1,000 

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 570 970 0.83 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,267 2,202 1.24 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 9,654 9,899 1.49 
平成19年～ 
平成23年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 13,491 13,071 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 3,619 2,000 2,330 1,950 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   7,606 7,789 

２．受取手形 ※１  3,655 3,463 

３．売掛金 ※１  14,751 14,010 

４．有価証券   5 13 

５．商品   216 194 

６．製品   5,480 5,515 

７．原材料   630 549 

８．仕掛品   300 1,440 

９．貯蔵品   806 794 

10．前渡金   14 35 

11．前払費用   55 52 

12．繰延税金資産   542 589 

13．短期貸付金   135 163 

14．未収入金   326 728 

15．その他   113 62 

貸倒引当金   △17 △13 

流動資産合計   34,622 41.4 35,390 43.2



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 
※２
※３ 

  

(1）建物  23,384 22,101  

減価償却累計額  14,567 8,817 14,263 7,837 

(2）構築物  3,250 3,073  

減価償却累計額  2,425 824 2,336 736 

(3）機械及び装置  78,276 72,902  

減価償却累計額  63,365 14,911 59,514 13,388 

(4）車両運搬具  65 62  

減価償却累計額  60 5 58 4 

(5）工具、器具及び備品  7,802 7,944  

減価償却累計額  6,538 1,263 6,764 1,179 

(6）土地   11,985 11,917 

(7）建設仮勘定   117 671 

有形固定資産合計   37,926 45.4 35,736 43.6

２．無形固定資産    

(1）ソフトウェア   207 288 

(2）その他   49 46 

無形固定資産合計   256 0.3 334 0.4

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券   3,232 3,465 

(2）関係会社株式   1,991 2,952 

(3）関係会社出資金   242 257 

(4）従業員に対する長期
貸付金 

  13 8 

(5）関係会社長期貸付金   475 475 

(6）破産更生債権等   2 2 

(7）長期前払費用   225 162 

(8）繰延税金資産   3,472 2,418 

(9）その他   1,152 844 

貸倒引当金   △49 △49 

投資その他の資産合計   10,757 12.9 10,538 12.8

固定資産合計   48,940 58.6 46,610 56.8

資産合計   83,563 100.0 82,000 100.0

     



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形 ※７  2,964 2,559 

２．買掛金 ※７  4,993 5,331 

３．短期借入金   570 970 

４．１年内返済予定の長期
借入金 

※２  3,000 2,010 

５．未払金   350 536 

６．未払法人税等   781 101 

７．未払事業所税   84 78 

８．未払消費税等   68 54 

９．未払費用   338 319 

10．前受金   21 776 

11．預り金   39 41 

12．賞与引当金   763 737 

13．設備関係支払手形   1,035 1,084 

14．設備関係未払金   522 622 

15．その他   127 20 

流動負債合計   15,659 18.8 15,244 18.6

Ⅱ 固定負債    

１．社債   － 1,000 

２．長期借入金 ※２  8,690 9,130 

３．退職給付引当金   6,361 4,650 

４．役員退職引当金   308 159 

５．特別修繕引当金   3,606 3,067 

６．その他   30 298 

固定負債合計   18,995 22.7 18,306 22.3

負債合計   34,655 41.5 33,550 40.9



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※４  14,074 16.8 14,074 17.2

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  17,300 17,300  

２．その他資本剰余金    

(1）自己株式処分差益  0 0  

資本剰余金合計   17,300 20.7 17,301 21.1

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  1,551 1,551  

２．任意積立金    

(1）固定資産圧縮積立金  1,206 1,147  

(2）別途積立金  14,500 14,500  

３．当期未処分利益  1,518 2,169  

利益剰余金合計   18,775 22.5 19,367 23.6

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  810 1.0 1,074 1.3

Ⅴ 自己株式 ※５  △2,054 △2.5 △3,367 △4.1

資本合計   48,907 58.5 48,450 59.1

負債・資本合計   83,563 100.0 82,000 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．製品売上高  56,998 55,222  

２．商品売上高  3,365 60,364 100.0 2,214 57,437 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．期首製品たな卸高  5,193 5,480  

２．当期製品製造原価 ※１ 45,189 43,240  

合計  50,382 48,721  

３．期末製品たな卸高  5,480 5,515  

４．製品売上原価  44,902 43,205  

５．期首商品たな卸高  241 216  

６．当期商品仕入高 ※１ 3,003 1,850  

合計  3,244 2,066  

７．期末商品たな卸高  216 194  

８．商品売上原価  3,028 47,930 79.4 1,872 45,078 78.5

売上総利益   12,433 20.6 12,359 21.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   

１．宣伝費  26 31  

２．運搬費  4,342 4,249  

３．交際費  142 140  

４．旅費交通費  193 198  

５．通信費  66 60  

６．役員報酬  116 102  

７．従業員給料手当  985 941  

８．賞与引当金繰入額  127 120  

９．退職給付費用  176 177  

10．役員退職引当金繰入額  49 39  

11．福利厚生費  243 241  

12．修繕費  17 21  

13．賃借料  269 281  



   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

14．保管料  1,596 1,483  

15．租税公課  165 138  

16．消耗品費  640 559  

17．減価償却費  94 94  

18．研究開発費 ※３ 431 402  

19．その他  695 10,382 17.2 705 9,991 17.4

営業利益   2,051 3.4 2,368 4.1

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  18 16  

２．受取配当金 ※２ 335 283  

３．設備賃貸料 ※２ 210 212  

４．金型代  32 48  

５．製品補償金等  70 72  

６．保険積立金満期返戻金
差益 

 － 108  

７．その他  142 809 1.3 197 940 1.6

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  180 165  

２．金型廃棄損  76 69  

３．休止資産償却費等  353 288  

４．その他  63 674 1.1 69 591 1.0

経常利益   2,186 3.6 2,717 4.7

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※４ 10 －  

２．投資有価証券売却益  － 1,013  

３．特別修繕引当金取崩益  235 723  

４．退職給付制度終了益  － 47  

５．貸倒引当金戻入益  6 252 0.4 4 1,788 3.1

     



   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産廃棄損 ※５ 178 1,965  

２．固定資産売却損 ※６ － 15  

３．減損損失 ※７ 134 －  

４．退職特別加算金  80 284  

５．製品補償損失  － 393 0.6 59 2,325 4.0

税引前当期純利益   2,045 3.4 2,180 3.8

法人税、住民税及び事業
税 

 652 46  

法人税等調整額  207 859 1.4 825 871 1.5

当期純利益   1,185 2.0 1,308 2.3

前期繰越利益   675 1,204 

中間配当額   342 342 

当期未処分利益   1,518 2,169 

     



製造原価明細書 

  

製造原価明細書脚注 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 原材料費   13,429 29.5 14,088 31.6

Ⅱ 労務費 ※１  8,907 19.6 8,294 18.6

Ⅲ 経費    

１．燃料費  3,292 3,783  

２．減価償却費  4,346 4,090  

３．外注加工費  6,394 5,995  

４．その他の経費 
※２
※３ 

9,098 23,133 50.9 8,378 22,247 49.8

当期製造費用   45,470 100.0 44,630 100.0

期首仕掛品たな卸高   176 300 

合計   45,647 44,931 

内部振替高 ※４  157 249 

期末仕掛品たな卸高   300 1,440 

当期製品製造原価   45,189 43,240 

     

前事業年度 当事業年度

※１．賞与引当金繰入額636百万円を含んでおります。 ※１．賞与引当金繰入額617百万円を含んでおります。 

※２．特別修繕引当金繰入額561百万円を含んでおりま

す。 

※２．特別修繕引当金繰入額571百万円を含んでおりま

す。 

※３．事業所税72百万円を含んでおります。 ※３．事業所税68百万円を含んでおります。 

※４．内部振替高は全額固定資産に振り替えたもので

す。 

※４．         同左 

５．当社の原価計算は工場別色別総合原価計算です。  ５．         同左 



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    前事業年度 当事業年度 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,518 2,169 

Ⅱ 任意積立金取崩高  

１．固定資産圧縮積立金取
崩高 

 58 56

２．別途積立金取崩高  － 58 1,500 1,556 

合計  1,576 3,725 

Ⅲ 利益処分額  

１．配当金  342 389

２．取締役賞与金  30 372 36 425 

Ⅳ 次期繰越利益  1,204 3,300 

   

株主総会承認日  平成17年６月28日 平成18年６月28日 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 同左 

  子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

２．デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品、商品、仕掛品 製品、商品、仕掛品 

総平均法による原価法 同左 

  原材料、貯蔵品 原材料、貯蔵品 

  先入先出法による原価法（一部原材料

（カレット）については総平均法） 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 

定率法 

（ただし、播磨工場および尼崎工場の

建物・構築物・機械及び装置について

は定額法） 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しておりま

す。 

なお、耐用年数は法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっておりま

す。 

同左 

  無形固定資産 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

同左 

  長期前払費用 長期前払費用 

  均等償却 

なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

同左 



項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  少額減価償却資産 少額減価償却資産 

  ３年均等償却 

取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっておりま

す。 

同左 

５．繰延資産の処理方法 ────── 社債発行費 

    支出時に全額費用処理しております。 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上しておりま

す。 

同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

数理計算上の差異は、発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することと

しております。 

同左 

    （追加情報） 

当社は、平成17年４月１日から退職

給付制度の改定を行いました。従来、

退職一時金制度と適格退職年金制度か

らなっておりましたが、これを退職一

時金制度、規約型確定給付企業年金

（キャッシュバランスプラン）制度

と、確定拠出年金または前払退職金の

いずれかを選択できる制度に変更しま

した。 

この結果、当事業年度において、営

業費用に過去勤務債務の費用減額処理

額（338百万円）を計上し、特別利益に

制度終了益（47百万円）を計上してお

ります。 



  

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4）役員退職引当金 (4）役員退職引当金 

  役員の退職金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額の100％を

計上しております。 

同左 

  (5）特別修繕引当金 (5）特別修繕引当金 

  周期的に行う硝子溶解窯の修理に備

えるため、その見積額を次回の修理

までの期間に按分して計上しており

ます。 

同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

  主に繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。ただし、適用要件を満たす場合、

金利スワップの特例処理、為替予約等

の振当処理を採用しております。 

同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

  スワップ・オプション・為替予約等を

手段として、契約時に存在する債権債

務等または実現可能性の高い予定取引

のみを対象としております。 

同左 

  ヘッジ方針 ヘッジ方針 

  当社の内部規程においてヘッジの手段

と対象を定め、金利・為替・価格変動

リスクをヘッジする方針です。 

同左 

  ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 

  取引対象と手段の相関関係を検討する

事前テストのほか、必要に応じて事後

テストを行っております。 

同左 

  その他 その他 

  リスク管理方法として、取引基準金

額、取引相手先の信用リスクに対する

基準を定めております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

同左 



会計方針の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年

度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準および同適用指針を適用

しております。これにより税引前当期純利益は133百万

円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１．関係会社に対する受取手形および売掛金は1,520

百万円です。 

※１．関係会社に対する受取手形および売掛金は1,583

百万円です。 

※２．担保に供している資産、および担保を付している

債務は次のとおりです。 

※２．担保に供している資産、および担保を付している

債務は次のとおりです。 
  
担保に供している資産   

工場財団 23,525百万円

（土地・建物・構築物・機械及び装置・工具、器
具及び備品） 

担保権設定の原因となっている債務  

長期借入金 
（１年内返済分を含む） 

5,260百万円

担保に供している資産   

工場財団 19,678百万円

（土地・建物・構築物・機械及び装置・工具、器
具及び備品） 

担保権設定の原因となっている債務  

長期借入金 
（１年内返済分を含む） 

5,960百万円

※３．有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記

帳累計額は、国庫補助金等によるもの104百万円

（当事業年度実施額）です。 

※３．有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記

帳累計額は、国庫補助金等によるもの104百万円

です。 

※４．授権株式数および発行済株式総数は次のとおりで

す。 

※４．授権株式数および発行済株式総数は次のとおりで

す。 
  

授権株式数    普通株式 294,525,000株 授権株式数    普通株式 294,525,000株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

となっております。 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

となっております。 
  

発行済株式総数  普通株式 125,368,494株 発行済株式総数  普通株式 125,368,494株

※５．当社が保有する自己株式数は次のとおりです。 ※５．当社が保有する自己株式数は次のとおりです。 
  

普通株式 11,142,078株 普通株式 14,178,337株

 ６．従業員の住宅資金の借入れに対し９百万円の保証

を行っております。 

この他に下記関係会社の金融機関からの借入れに

対し、保証予約を行っております。 

 ６．従業員の住宅資金の借入れに対し５百万円の保証

を行っております。 

この他に下記関係会社の金融機関からの借入れに

対し、保証予約を行っております。 
  

山村倉庫㈱ 936百万円 山村倉庫㈱ 711百万円

※７．関係会社に対する支払手形および買掛金は949百

万円です。 

※７．関係会社に対する支払手形および買掛金は1,223

百万円です。 

 ８．商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付

したことにより増加した純資産額は810百万円で

す。 

 ８．商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付

したことにより増加した純資産額は1,074百万円

です。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係わるものは次のとおりで

す。 

※１．関係会社との取引に係わるものは次のとおりで

す。 
  

当期製品製造原価 3,094百万円

当期商品仕入高 414百万円

販売費及び一般管理費 6,736百万円

当期製品製造原価 5,683百万円

当期商品仕入高 332百万円

販売費及び一般管理費 6,483百万円

※２．受取配当金、設備賃貸料には関係会社からのもの

が、それぞれ300百万円、158百万円含まれており

ます。 

※２．受取配当金、設備賃貸料には関係会社からのもの

が、それぞれ244百万円、142百万円含まれており

ます。 

※３．一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は431百万円です。 

※３．一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は402百万円です。 

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 ────── 
  

建物 0百万円

土地 10百万円

合計 10百万円

※５．固定資産廃棄損の内訳は次のとおりです。 ※５．固定資産廃棄損の内訳は次のとおりです。 
  

  

建物 32百万円

構築物 4百万円

機械及び装置 134百万円

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 6百万円

合計 178百万円

建物 646百万円

構築物 137百万円

機械及び装置 1,173百万円

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 6百万円

無形固定資産 0百万円

合計 1,965百万円

────── ※６．固定資産売却損は、当社の遊休資産（神奈川県横

浜市）の土地および建物等の売却によるもの15百

万円です。 



  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※７．減損損失 ────── 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

  

  

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円) 

神奈川県
横浜市 

遊休資産 

建物 25 

土地 59 

計 84 

北海道白
糠郡 

遊休資産 
土地 49 

計 49 

合計 134 

当社は、事業用資産については事業部門の区分に

より、賃貸・遊休資産については物件ごとに区分

し、資産のグルーピングを行っております。 

神奈川県横浜市の遊休資産は、事業の集約に伴い

遊休化したことにより、北海道白糠郡の遊休資産

は、土地の市場価格の著しい下落により、それぞれ

回収可能価額まで帳簿価額を減額しております。 

なお、回収可能価額はいずれも正味売却価額によ

っており、公示価格等をもとに合理的に算定してお

ります。 

  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借手側） （借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械及び装置 2,022 1,981 40

車両運搬具 12 5 6

工具、器具及
び備品 

237 146 91

合計 2,272 2,134 137

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械及び装置 570 34 535 

車両運搬具 12 8 3 

工具、器具及
び備品 

135 84 50 

合計 718 127 590 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 91百万円

１年超 55百万円

合計 147百万円

１年以内 136百万円

１年超 456百万円

合計 592百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 586百万円

減価償却費相当額 498百万円

支払利息相当額 15百万円

支払リース料 128百万円

減価償却費相当額 117百万円

支払利息相当額 4百万円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

① 減価償却費相当額の算定方法 ① 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

同左 

② 利息相当額の算定方法 ② 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年以内 65百万円

１年超 291百万円

合計 357百万円

１年以内 64百万円

１年超 227百万円

合計 291百万円



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）および当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）

における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 



（税効果会計関係） 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産 百万円

退職給付引当金限度超過額 3,347 

役員退職引当金限度超過額 125 

特別修繕引当金限度超過額 840 

投資有価証券評価損 351 

関係会社株式評価損 515 

その他 799 

繰延税金資産小計 5,979 

評価性引当額 △624 

繰延税金資産合計 5,355 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △785 

その他有価証券評価差額金 △554 

繰延税金負債合計 △1,340 

繰延税金資産の純額 4,014 

繰延税金資産 百万円

退職給付引当金限度超過額 2,710 

特別修繕引当金限度超過額 725 

投資有価証券評価損 167 

関係会社株式評価損 515 

その他 980 

繰延税金資産小計 5,099 

評価性引当額 △588 

繰延税金資産合計 4,511 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △747 

その他有価証券評価差額金 △735 

その他 △19 

繰延税金負債合計 △1,502 

繰延税金資産の純額 3,008 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 427円90銭

１株当たり当期純利益金額 10円11銭

１株当たり純資産額 435円42銭 

１株当たり当期純利益金額 11円16銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益 （百万円） 1,185 1,308 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） 30 36 

（うち利益処分による役員賞与金） （百万円） (30) (36) 

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 1,155 1,272 

期中平均株式数 （千株） 114,271 113,965 



（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社は、平成17年４月１日から退職給付制度の改定を

行いました。従来、退職一時金制度と適格退職年金制度

からなっておりましたが、これを退職一時金制度、規約

型確定給付企業年金（キャッシュバランスプラン）制度

と、確定拠出年金または前払退職金のいずれかを選択で

きる制度に変更しました。 

この結果、翌事業年度において、営業費用に過去勤務

債務の費用減額処理額（338百万円）を計上し、特別利

益に制度終了益（49百万円）を計上する見込みです。 

当社は、平成18年６月28日開催の定時株主総会終結後

に開催された取締役会において、株式数減少により株主

価値の向上を図るため、会社法第178条の規定に基づ

き、当社が保有する自己株式のうち13,916,000株を、そ

の他資本剰余金およびその他利益剰余金により消却する

ことを決議しました。消却の時期は平成18年７月、消却

後の発行済株式総数は111,452,494株となる予定です。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

  

銘柄 
株式数
（株） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 
その他有
価証券 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 470 846 

コカ・コーラウエストジャパン㈱ 113,064 316 

理研ビタミン㈱ 100,000 297 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 226 293 

麒麟麦酒㈱ 147,467 236 

かどや製油㈱ 100,000 204 

カルピス㈱ 184,000 197 

コカ・コーラセントラルジャパン㈱ 177 184 

近畿コカ・コーラボトリング㈱ 127,000 157 

養命酒製造㈱ 100,000 134 

その他（30銘柄） 870,737 598 

小計 1,743,141 3,465 

計 1,743,141 3,465 

銘柄 
券面総額
（百万円） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

有価証券 
満期保有
目的の債
券 

金融債（１銘柄） 13 13 

計 13 13 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりです。 

機械及び装置     播磨工場         779百万円 ガラスびん生産設備更新 

           東京工場         287百万円 ガラスびん生産設備更新 

建設仮勘定      播磨工場         781百万円 ガラスびん生産設備更新 

           宇都宮工場        489百万円 ペットボトル生産設備改造 

           東京工場         270百万円 ガラスびん生産設備更新 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりです。 

建物         尼崎工場        1,250百万円 休止資産の除却 

機械及び装置     大阪工場        2,475百万円 老朽化資産の除却 

           東京工場        2,285百万円 老朽化資産の除却 

  

資産の種類 

  
前期末残高 

  
  

（百万円） 

  
当期増加額 

  
  

（百万円） 

当期減少額 
  
  

（百万円） 

当期末残高 
  
  

（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
  
（百万円） 

 
当期償却額 

  
  

（百万円） 

  
差引当期末 
残高 
  
（百万円） 

有形固定資産    

建物 23,384 253 1,536 22,101 14,263 609 7,837

構築物 3,250 53 229 3,073 2,336 60 736

機械及び装置 78,276 1,916 7,290 72,902 59,514 2,708 13,388

車両運搬具 65 0 3 62 58 1 4

工具、器具及び備品 7,802 809 668 7,944 6,764 817 1,179

土地 11,985 － 67 11,917 － － 11,917

建設仮勘定 117 3,006 2,452 671 － － 671

有形固定資産計 124,883 6,039 12,248 118,673 82,937 4,197 35,736

無形固定資産    

ソフトウェア 912 199 26 1,085 797 92 288

その他 393 0 0 393 347 3 46

無形固定資産計 1,305 200 26 1,479 1,144 96 334

長期前払費用 309 18 99 228 65 53 162

繰延資産    

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、14,178,337株です。 

２．当期増加額は、自己株式の処分によるものです。 

３．当期減少額は、前期決算の利益処分によるものです。 

  

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額のその他は、期首残高の洗替によるものです。 

２．特別修繕引当金の当期減少額のその他は、東京工場および大阪工場の溶解窯の除却に伴う取崩額（697百万円）ならびに

播磨工場の定期修繕により生じた取崩額（26百万円）です。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 14,074 － － 14,074

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ (株) (125,368,494) (－) (－) (125,368,494)

普通株式 (百万円) 14,074 － － 14,074

計 (株) (125,368,494) (－) (－) (125,368,494)

計 (百万円) 14,074 － － 14,074

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

資本準備金    

株式払込剰余金 (百万円) 13,611 － － 13,611

合併差益 (百万円) 3,689 － － 3,689

その他資本剰余金    

自己株式処分差益
（注）２ 

(百万円) 0 0 － 0

計 (百万円) 17,300 0 － 17,301

利益準備金及
び任意積立金 

利益準備金 (百万円) 1,551 － － 1,551

任意積立金    

固定資産圧縮積立金
（注）３ 

(百万円) 1,206 － 58 1,147

別途積立金 (百万円) 14,500 － － 14,500

計 (百万円) 17,257 － 58 17,198

区分 
前期末残高 

  
（百万円） 

当期増加額
  

（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
  

（百万円） 

貸倒引当金 67 15 － 19 63

賞与引当金 763 737 763 － 737

役員退職引当金 308 39 187 － 159

特別修繕引当金 3,606 571 386 723 3,067



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ）現金及び預金 

  

ｂ）受取手形（関係会社受取手形を含む） 

  

ｃ）売掛金（関係会社売掛金を含む） 

１）相手先別内訳 

  

内訳 金額（百万円）

預金の種類 

当座預金 4,348 

普通預金 2,565 

通知預金 760 

納税準備預金 83 

計 7,756 

現金 32 

合計 7,789 

相手先 金額（百万円） 期日 金額（百万円） 

株式会社ピーエムシーコ
ーポレーション 

336 平成18年４月 1,207 

ヤマト硝子株式会社 331 〃 ５月 995 

酒井硝子株式会社 296 〃 ６月 822 

小林硝子株式会社 243 〃 ７月 386 

エバラ食品工業株式会社 217 〃 ８月 41 

その他 2,038 〃 ９月 11 

合計 3,463 合計 3,463 

相手先 金額（百万円）

大商硝子株式会社 1,758 

サントリー株式会社 1,535 

星硝株式会社 1,512 

大塚製薬株式会社 791 

株式会社光陽 534 

その他 7,877 

合計 14,010 



２）売掛金の発生および回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｄ）商品 

  

ｅ）製品 

  

ｆ）原材料 

  

ｇ）仕掛品 

  

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

滞留率
（％） 

滞留日数 
（日） 

(A) (B) (C) (D)
(D) 

───── 
(A) ＋ (B) 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

14,751 60,381 61,122 14,010 18.6 87 

内訳 金額（百万円）

ガラスびん 126 

プラスチック 17 

その他 49 

合計 194 

内訳 金額（百万円）

ガラスびん 4,289 

プラスチック 1,131 

その他 94 

合計 5,515 

内訳 金額（百万円）

原料（ガラス原料、プラスチック原料） 278 

材料（補助材料等） 108 

機械部品（製びん機・搬送機用等） 162 

合計 549 

内訳 金額（百万円）

ガラスびん仕掛品 51 

製びん機・搬送機仕掛品 1,335 

その他 53 

合計 1,440 



ｈ）貯蔵品 

  

② 流動負債 

ａ）支払手形（関係会社支払手形を含む） 

  

ｂ）買掛金（関係会社買掛金を含む） 

内訳 金額（百万円）

貯蔵燃料（重油、灯油） 76 

貯蔵消耗品等（機械部品、補助金型等） 718 

合計 794 

相手先 金額（百万円） 期日 金額（百万円） 

扶桑精工株式会社 190 平成18年４月 772 

株式会社グリーンパッケージ 165 〃 ５月 752 

株式会社フジシール 122 〃 ６月 482 

日本石油販売株式会社 104 〃 ７月 512 

有限会社正栄工業 98 〃 ８月 39 

その他 1,878

合計 2,559 合計 2,559 

相手先 金額（百万円）

山村倉庫株式会社 1,126 

三井物産株式会社 604 

ユニチカ株式会社 577 

井原築炉工業株式会社 393 

株式会社トウチュウ 303 

その他 2,326 

合計 5,331 



③ 固定負債 

ａ）長期借入金 

  

ｂ）退職給付引当金 

  

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

  

② 訴訟 

 該当事項はありません。 

  

借入先 金額（百万円）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 3,650 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2,250 

株式会社三井住友銀行 1,830 

日本生命保険相互会社 400 

住友信託銀行株式会社 400 

その他 600 

合計 9,130 

区分 金額（百万円）

退職給付債務 9,640 

未認識数理計算上の差異 △1,038 

年金資産（退職給付信託を含む） △3,951 

合計 4,650 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注） 平成18年６月28日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当社の公告方法を電子公告とする旨定めまし

た。ただし、やむを得ない事由により電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行いま

す。電子公告は当社ホームページ（http://www.yamamura.co.jp/）に掲載します。なお、会社法第440条第４項の規定によ

り、決算公告は行いません。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 
1,000株券、5,000株券、10,000株券、1,000株未満券
 ただし、単元未満株式の数を表示した株券は、法令により発行が認め
られる場合を除き発行しておりません。 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第76期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第77期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成17年５月16日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書です。 

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年12月５日 至 平成17年12月31日）平成18年１月12日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年２月14日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月13日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月11日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月12日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月14日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年６月28日

日本山村硝子株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 間処 秀一  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 大橋 弘美  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成瀬 幹夫  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本山村硝子株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

日本山村硝子株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産

の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年４月１日から退職給付制度の改定を行った。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月28日

日本山村硝子株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 大橋 弘美  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 北本  敏  印 

          

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本山村硝子株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

日本山村硝子株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年６月28日開催の取締役会において自己株式を消却することを決議

した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年６月28日

日本山村硝子株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 間処 秀一  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 大橋 弘美  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成瀬 幹夫  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本山村硝子株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

山村硝子株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年４月１日から退職給付制度の改定を行った。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月28日

日本山村硝子株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 大橋 弘美  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 北本  敏  印 

          

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本山村硝子株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第77期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

山村硝子株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年６月28日開催の取締役会において自己株式を消却することを決議

した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 
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